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１．概要 

平成２３年３月１１日に発生した、東北地方太平洋沖地震による津波

に起因する東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故については、同

じ原子力事業に携わる者として重く受け止め、当社の原子力発電所につ

いては、引き続き、安全・安定運転ならびに設備の安全確保に万全を期

すと共に、実施可能な対応をすみやかに行なっている。 
また、今回の事態の推移を注視しつつ、今後、津波の発生メカニズム

を含めた事故の全体像の把握及び、その分析・評価結果を待ってさらな

る必要な対策を実施していく必要があると認識している。 
３月３０日、経済産業大臣から当社社長に対する指示文書「平成２３

年福島第一・第二原子力発電所事故を踏まえた他の発電所の緊急安全対

策の実施について（指示）（平成２３・０３・２８原第７号 平成２３年

３月３０日付）」を受領し、津波により３つの機能（交流電源を供給する

全ての設備の機能、海水を使用して原子炉施設を冷却する全ての設備の

機能及び使用済燃料ピットを冷却する全ての設備の機能）を喪失したと

しても、炉心損傷及び使用済燃料の損傷を防止し、放射性物質の放出を

抑制しつつ、原子炉施設の冷却機能の回復を図るための緊急安全対策に

ついて直ちに取り組むと共に、それらの実施状況について早急に報告す

るよう指示があったことから、本指示内容に照らし、当社の緊急安全対

策について、その実施状況を４月１４日に報告した。 
また、同文書中でのもう一つの指示事項である、緊急安全対策を盛り

込んだ原子炉施設保安規定の変更の認可申請についても４月４日に提出

を行なった。 
その後、４月７日に発生した宮城県沖地震に伴い、東北電力株式会社

東通原子力発電所で発生した非常用発電設備のトラブルを踏まえて、原

子力安全・保安院から当社に対する指示文書「非常用発電設備の保安規

定上の取扱いについて（指示）」を４月９日に受領し、これに対する原子

炉施設保安規定の変更の認可申請を４月２０日に提出した。 
また、同日４月２０日に原子力安全・保安院より、４月１４日に提出

した報告書に対し、以下の３項目の追加検討の指示を受けた。 
・ 全交流電源喪失時のプラント冷却方法について、緊急安全対策のさ

らなる充実として、高温停止状態から低温停止状態までの対応方策

を検討し、それらの実現に向けた今後の対応計画を示すこと。 
・ 全交流電源喪失時の際に電源車からの供給を想定する機器の電源

容量が原子炉の状態監視等に必要な機器の容量を満たしているこ

とを示すこと。また、電源車の発電に必要な燃料の貯蔵量及び供給
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方法も示すこと。 
・ 使用済み燃料ピット及び蒸気発生器に係る緊急冷却に必要な冷却

水量が崩壊熱等から発生する熱量等に対し十分な水量を供給でき

るものであることを示すこと。 
 
これらの指示事項を踏まえた内容を、先に提出した報告書に新たに追

加し、今回、報告書改訂版として提出するものである。 
なお、本報告書中に記載の対策については、これまでに判明している

知見に基づいたものであり、事故の全体像の解明が進み、事故シーケン

スの分析や評価が行われた後には、これらに対応した講ずべき対策につ

いて、適切に反映していく。 
 
 
２．津波発生によるＰＷＲプラントにおける想定事象（添付資料－１） 

今回の東京電力福島第一・第二原子力発電所事故と同様に、極めて大

きな津波により、３つの機能喪失を想定した場合のＰＷＲプラント挙動

について検討した。 
全交流電源喪失に伴い、バッテリーから中央制御室等、プラント監視

上必要な箇所に給電が開始されるが、バッテリー容量には限りがあるた

め、一定時間が経過した以降はバッテリーが枯渇し、プラント監視機能

の喪失が考えられる。 
また、全交流電源喪失とほぼ同時に、タービン動補助給水ポンプが起

動し、蒸気発生器（以下、Ｓ／Ｇ）２次側への給水が行われ、Ｓ／Ｇを

介して原子炉の冷却が行われる。当該ポンプは補助復水タンクや復水ピ

ット等を水源としているが、タンクへの新たな給水がなければ、タンク

の水は枯渇し、以降Ｓ／Ｇによる冷却は期待できなくなる。その結果、

冷却材の温度が上昇し、沸騰することにより炉心内の冷却材が減少し、

最終的には炉心が露出し、損傷に至ることが考えられる。 
一方、使用済燃料ピットについては、冷却機能が喪失することにより

ピット水温は徐々に上昇し、水が蒸発する。さらに温度が上昇し、沸騰

状態となると水量は次第に減少し、使用済燃料ピットへの新たな給水が

なければ使用済燃料が露出し、損傷に至ることが考えられる。 
 
 

３．想定事象に対する対応シナリオ 
(１) ３つの機能喪失を想定した場合の対応シナリオ（添付資料－２） 
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こうした状況にプラントが至らないよう、前述の評価も踏まえ、津

波により３つの機能を全て喪失した場合においても、炉心損傷や使用

済燃料の損傷を防止し、放射性物質の放出を抑制しつつ、冷却機能の

回復を図るために、以下の３つの対応を行なう。 
ａ．電源車による電源応急復旧 
ｂ．Ｓ／Ｇへの給水確保 
ｃ．使用済燃料ピットへの給水確保 

これらａ．～ｃ．の対応シナリオの概略については以下の通りであ

る。 
 
ａ．電源車による電源応急復旧（添付資料－３） 

全交流電源喪失後、バッテリーから中央制御室等、プラント

監視上必要な計器類への給電は限られた時間しか期待できな

いため、早期に、電源車から非常用ディーゼル発電機（以下、

Ｄ／Ｇ）制御盤、もしくはメタルクラッドスイッチギア（以下、

メタクラ）にケーブルを敷設してつなぎ込み、電気を供給し、

運転監視等の機能が維持できるようにする。 
具体的には、以下の手順で電源の確保を図ることとする。 

手順１：給電先となるＤ／Ｇ制御盤もしくはメタクラの健

全性を確認する。 
手順２：電源車の寄付き場所（Ｄ／Ｇ室外、もしくはター

ビン建屋オープンハッチ）の状況や、ケーブル敷

設ルートを確認する。 
手順３－１：Ｄ／Ｇ制御盤もしくはメタクラと電源車の寄

付き場所間にケーブルを敷設する。 
手順３－２：電源車を寄付き場所まで移動させ、ケーブル

のつなぎ込みを行なう。 
手順４：電源車からの電気の供給を開始する。 

 
ｂ．蒸気発生器への給水確保（添付資料－４） 
（ａ）大飯発電所１，２号機の場合 

タービン動補助給水ポンプによる冷却を継続するための給

水については、補助復水タンク内の水による供給が一定期間は

可能であるが、事態が長期に亘る場合には、Ｎｏ２，３淡水タ

ンク等、他の水源から必要な水を確保する。 
具体的には、以下の方法で水の確保を図ることとする。 
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方法１：補助復水タンクの水を、タービン動補助給水ポン

プを用いてＳ／Ｇへ給水する。 
方法２：Ｎｏ２，３淡水タンクの水を、補助復水タンクを

経由し、タービン動補助給水ポンプを用いてＳ／

Ｇへ給水する。 
方法３：主復水タンクの水を、タービン動補助給水ポンプ

を用いてＳ／Ｇへ給水する。 
方法４：Ｎｏ２，３淡水タンクの水を、タービン動補助給

水ポンプを用いてＳ／Ｇへ給水する。 
方法５：海から消防ポンプにより、海水を汲み上げ、補助

復水タンクを経由し、タービン動補助給水ポンプ

を用いてＳ／Ｇへ給水する。 
なお、方法１によりＳ／Ｇへ給水後、方法２～５の中で実施

可能なものを選択し、Ｓ／Ｇへの給水を行なう。 
 

（ｂ）大飯発電所３，４号機の場合 
タービン動補助給水ポンプによる冷却を継続するための給

水については、復水ピット内の水による供給が一定期間は可能

であるが、事態が長期に亘る場合には、２次系純水タンクや予

備の２次系純水タンク等、他の水源から必要な水を確保する。 
具体的には、以下の方法で水の確保を図ることとする。 

方法１：復水ピットの水を、タービン動補助給水ポンプを

用いてＳ／Ｇへ給水する。 
方法２：Ｃ－２次系純水タンクの水を、タービン動補助給

水ポンプを用いてＳ／Ｇへ給水する。 
方法３：予備の２次系純水タンクの水を、タービン動補助

給水ポンプを用いてＳ／Ｇへ給水する。 
方法４：海から消防ポンプにより、海水を汲み上げ、復水

ピットを経由し、タービン動補助給水ポンプを用

いてＳ／Ｇへ給水する。 
なお、方法１によりＳ／Ｇへ給水後、方法２～４の中で実施

可能なものを選択し、Ｓ／Ｇへの給水を行なう。 
 

以上の３．（１）ａ．及び３．（１）ｂ．の対応により、全交

流電源喪失後、下記プロセスによって、高温停止状態（１次系

の圧力が約０．７ＭＰａ、温度が約１７０℃）に保ち、炉心を
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継続的かつ安定的に冷却することが可能となる。 
 

(ア) 全交流電源喪失に伴い、タービン動補助給水ポンプが自動起

動し、復水タンクを水源として、Ｓ／Ｇ２次側に給水を開始、

Ｓ／Ｇを介して１次系を冷却、炉心からの崩壊熱を除去。  
(イ) 手動にて、主蒸気逃がし弁を開放し、蓄圧タンク出口電動弁

閉止圧力に向けて、１次系の冷却、減圧を実施。 
(ウ) １次系圧力が蓄圧タンクの作動圧力（１～４号機：４．２Ｍ

Ｐａ）に達すれば、蓄圧タンクからのほう酸水の注入開始。 
(エ) 蓄圧タンク出口電動弁閉止圧力（１～４号機：１．７ＭＰａ）

に達すれば、一旦、冷却を停止し、圧力を一定に保った上で、

蓄圧タンク内窒素の１次系内への放出防止のため、蓄圧タン

ク出口電動弁を閉止。 
(オ) さらにタービン動補助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁を用

いて、高温停止状態まで冷却を実施。 
 

ｃ．使用済燃料ピットへの給水確保（添付資料－５） 
使用済燃料ピットの冷却機能が喪失することによる使用済

燃料ピット水量の減少を補うため、使用済燃料ピットへ水の補

給を行なう。 
具体的には、以下の方法で水の確保を図ることとし、状況に

応じて方法を選択する。 
（ａ）大飯発電所１，２号機の場合 

方法１：屋内の消火栓から、Ｎｏ１淡水タンクの水を水頭

圧にて使用済燃料ピットへ補給する。 
方法２：屋外の消火栓から、Ｎｏ１淡水タンクの水を水頭

圧にて使用済燃料ピットへ補給する。 
方法３：１次系純水ポンプに電源車により電気を供給した

上で、１次系純水タンクの水を使用済燃料ピット

へ補給する。 
方法４：海から消防ポンプにより、海水を汲み上げ、使用

済燃料ピットへ補給する。 
 

（ｂ）大飯発電所３，４号機の場合 
方法１：屋内の消火栓から、Ｎｏ１淡水タンクの水を水頭

圧にて使用済燃料ピットへ補給する。 
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方法２：屋外の消火栓から、Ｎｏ１淡水タンクの水を水頭

圧にて使用済燃料ピットへ補給する。 
方法３：１次系補給水ポンプに電源車により電気を供給し

た上で、１次系純水タンクの水を使用済燃料ピッ

トへ補給する。 
方法４：海から消防ポンプにより、海水を汲み上げ、使用

済燃料ピットへ補給する。 
 
以上がａ．～ｃ．の対応シナリオの概略であるが、これらシナリオ

を各ユニットに適用できるようにするために、シナリオで期待する設

備や資機材を動かすために必要な電源容量や、原子炉や使用済燃料ピ

ットにおいて発生する崩壊熱を十分に除去するために必要な給水量に

ついて、それぞれ評価した。 
 

ａ．全交流電源喪失時に必要な電源容量の評価及び妥当性（添付資料

－６）  
バッテリーが担う中央制御室等でのプラントパラメータの監

視上、必要な計器類への給電など、必要な電源容量、併せて

継続した給電が可能となるよう、電源用の燃料の貯蔵や補給

方法等について評価を行ない、それを満足する電源を準備す

る。 
 

ｂ．蒸気発生器に必要な水量の評価及び妥当性（添付資料－７） 
タービン動補助給水ポンプによる、時間軸に応じた原子炉冷

却に必要な補給水量を評価し、それを満たす水量を確保でき

るように資機材を準備する。 
 

ｃ．使用済燃料ピットに必要な水量の評価及び妥当性（添付資料－８） 
使用済燃料ピットにて発生する崩壊熱による使用済燃料ピッ

ト水量の減少（蒸散）を補う水量を評価し、それを満たす水

量を確保できるように資機材を準備する。 
 

(２) シナリオ成立のための要件の検討（添付資料－９） 
シナリオの設定にあたっては、各シナリオにおいて必要となる機器

類の仕様を考慮する必要があると共に、今回の福島第一原子力発電所

における津波被害を踏まえると、津波による資機材の流失、がれきの
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散乱、海水の滞留、設備･機器類の破損等、実行にあたって様々な阻害・

制約条件を考慮する必要がある。 
そのため、シナリオ策定に当たっては、これら条件を網羅的に抽出

し、そのいずれの場合においても対応可能とするようＰＤＣＡを廻し

ながら進めていくこととした。必要な資機材の保管場所、資機材保管

場所からの運搬ルート、照明・通信手段の確保状況、消防ポンプの送

水能力、電源車の必要容量等、基本シナリオの策定（PLAN）の後、

現場での適用検討（DO）を経て、再度シナリオへのフィードバック

（CHECK）を行ない、現場でのシナリオに基づく確認（ACT）のプ

ロセスを踏み、手順として確定し、問題のないことを確認した。 
 
 
４．緊急安全対策の実施状況 

３つの機能を喪失した場合においても、３．（１）において示した対応

シナリオにより、炉心損傷及び使用済燃料の損傷を防止し、放射性物質

の放出を抑制しつつ原子炉施設の冷却機能の回復を図るため、経済産業

省から示された以下の①～⑥の６項目の指示内容に照らした上で、直ち

に講じるべき対策を緊急安全対策として以下の通り、取り組んだ。 
 

① 緊急点検の実施（添付資料－１０） 
３つのシナリオの実現のために必要となる資機材や、本設の設

備について点検を行なった。 
②の緊急時対応計画において必要となる資機材や設備を対象に

点検を実施し、資機材については、平成２３年４月１１日までに

完了した。 
設備については、大飯３号機のタービン動補助給水ポンプ及び

主蒸気逃がし弁、蓄圧タンク、直流電源、復水ピット及び３・４

号機の共用設備であるＢ－１次系補給水ポンプ以外については平

成２３年４月１２日までに点検を完了した。 
なお、点検のできなかった上記の設備については、以下の通り、

点検を実施する。 
・ 定期検査中の大飯３号機のタービン動補助給水ポンプ

及び主蒸気逃がし弁については、蒸気条件の整うプラン

ト起動時に点検を実施する。 
また、大飯３号機蓄圧タンク、直流電源、復水ピット及

び３・４号機の共用設備であるＢ－１次系補給水ポンプ
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については、点検作業中であり、点検作業完了後に点検

を実施する予定である。 
 

・ 運転中の大飯１号機、２号機及び４号機の蓄圧タンク出

口弁については、現在の運転状態下では、弁の開状態が

必要であり閉動作の確認はできないが、至近の定期検査

における蓄圧注入系弁動作検査において、当該弁の閉動

作を確認していることから、シナリオ遂行上問題はない

と考えられる。また、次回定期検査の同検査において、

同様の動作確認を行なう。 
 

② 緊急時対応計画の点検及び訓練の実施（添付資料－１１、１２） 
３つのシナリオの実現のための緊急時対応計画として、体制、

役割分担、要員配置、手順、訓練、資機材等について定めた「大

飯発電所電源機能等喪失時における原子炉施設の保全のための活

動に係る対応所達」を策定した。（平成２３年４月１２日制定） 
また、関連する社内標準として「運転管理通達」、「運転員教育

訓練要綱指針｣、「大飯発電所１，２号機事故時操作所則」及び「大

飯発電所３，４号機事故時操作所則」の改正を行なった。（平成２

３年４月１２日、改正） 
これらの社内標準の策定、改正にあたっては、訓練を実施し、

改善点を抽出し、フィードバックを行なった。（全ユニット、平成

２３年４月１２日までに完了） 
上記の訓練に加え、全てのユニットが同時に全交流電源喪失に

至った場合を想定した初動対応訓練も実施した。（平成２３年４月

２５日実施） 

また、全交流電源喪失に係る対応力のさらなる強化のため、継

続的に実施しているシミュレータによる地震対応訓練において、

東日本大震災の知見を取り入れた訓練を行なうことを「運転員教

育訓練要綱指針｣を改正し、定めた。（平成２３年４月２日改正） 
 

③ 緊急時の電源確保（添付資料－１３） 
 電源車及び電源ケーブルの配置 

外部電源及びＤ／Ｇによる電源が確保できない場合に、原

子炉を安定的に除熱し、原子炉の状態監視等が可能となる緊

急時の電源を確保するため、各ユニットに必要な電源容量を
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満足する電源車を配置した。また、電源車から原子炉の状態

監視計器に給電可能な受電盤等に接続するために必要な電

源ケーブルについても配置した。これらの資機材については

津波の影響を受けない場所に保管した。（全ユニット、平成

２３年４月８日までに配置済） 
 

④ 緊急時の最終的な除熱機能の確保（添付資料－１４） 
 消防ポンプ及び消火ホースの配置 

外部電源及びＤ／Ｇによる電源が確保できない場合に、タ

ービン動補助給水ポンプによる除熱のための水を補給する

ため、水源である補助復水タンクや復水ピットへ海水から水

を補給するための消防ポンプ及び消火ホースを配置した。こ

れらの資機材については津波の影響を受けない場所に保管

した。（全ユニット、平成２３年４月６日までに配置済） 
 

⑤ 緊急時の使用済燃料貯蔵槽の冷却確保（添付資料－１５） 
 消防ポンプ及び消火ホースの配置 

使用済燃料ピット冷却系及び既存の補給水系の機能喪失

により、使用済燃料ピットを冷却する手段がなくなった場合

に備え、消火水、海水等の水源から水を供給するための消防

ポンプ及び消火ホースを配置した。これらの資機材について

は津波の影響を受けない場所に保管した。（全ユニット、平

成２３年４月６日までに配置済） 

 
⑥ 各原子力発電所における構造等を踏まえた当面必要となる対応策の

実施 
 建屋の浸水防止措置（添付資料－１６、１７） 

タービン動補助給水ポンプ、Ｄ／Ｇ等のプラントの安全上

重要な設備が、津波により浸水することを防止するため、既

存扉及び建屋貫通部の隙間にシール施工等を行なうことに

より浸水防止措置を講じた。（全ユニット、平成２３年４月

１２日までに完了） 
 
なお、安全確保体制の強化のため、緊急時対応を専任とする役職

者を、原子力事業本部に部長１名、各発電所に副所長１名を配置し

た。（平成２３年３月２８日配置済） 
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５．原子炉施設保安規定の変更 

平成２３年３月３０日付の経済産業大臣からの指示文書、及び「実用

発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」の改正を踏まえ、「大飯発電

所原子炉施設保安規定」に、電源機能等喪失時の体制の整備に関する措

置を新たに追加し、原子炉施設保安規定の変更の認可申請を行なった。

（平成２３年４月４日申請済） 

＜変更申請の概要＞ 
（電源機能等喪失時の体制の整備）の条文を新たに追加し、以下の項目

を明記した。 
（１）安全・防災室長は、電源機能等喪失時の体制の整備に関する措置

として、以下の３項目に係る計画を策定し、所長の承認を得る。 
① 必要な要員の配置 

② 要員に対する訓練 

③ 必要な電源車、消防ポンプ（消防車に装備されているポン

プを含む）、消火ホースなどの資機材の配備 

（２）各課（室）長は、前項の計画に基づき活動を実施する。 
（３）各課（室）長は、前項に定める事項について定期的に評価を行な

うと共に、評価の結果に基づき必要な措置を講じ、安全・防災室

長に報告する。安全・防災室長は、（１）に定める事項について

定期的に評価を行なうと共に、評価の結果に基づき必要な措置を

講じる。 
 

また、平成２３年４月７日に宮城県沖で発生した地震に伴い、他電力

の運転停止中の原子力発電所において、外部電源が喪失し、Ｄ／Ｇが起

動したものの、外部電源が復旧した後にＤ／Ｇがトラブルにより停止し

たという事象が発生した。この事象を受けた平成２３年４月９日付の原

子力安全・保安院からの指示を踏まえ、原子炉施設保安規定の変更の認

可申請を行なった。（平成２３年４月２０日申請済） 

 

＜変更申請の概要＞ 
定期検査中等の低温停止状態及び燃料交換時においては、これまで原

子炉ごとにＤ／Ｇ１台以上が動作可能であることを定めていたが、使用

済燃料ピットに使用済燃料を貯蔵する場合も含め、２台が動作可能であ

ることに変更した。 
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６．緊急安全対策のさらなる充実 

(１) 低温停止状態移行までの対応方策の検討（添付資料－１８） 
緊急安全対策を実施することにより、津波により３つの機能が喪失す

る状況にあっても、炉心損傷や使用済燃料の損傷を防止することが可能

であるが、緊急安全対策のさらなる充実として、低温停止状態（１次系

水温が約９３℃以下）まで移行する対応方策について検討を行なった。 
 
ａ．ディーゼル駆動の大容量ポンプを用いた低温停止状態移行まで

の対応方策 
今後、ディーゼル駆動の大容量ポンプを配備することにより、

下記手順で低温停止状態への移行が可能となる。 
 

（着手前の状況）タービン動補助給水ポンプを用い、高温停止状態

で炉心を継続的かつ安定的に冷却中。 
(ア) ディーゼル駆動の大容量ポンプを設置し、原子炉補機冷却水

クーラに海水を送水し、空冷式の移動式発電装置による給電

により原子炉補機冷却系を起動。 
(イ) 空冷式の移動式発電装置による給電により、ほう酸ポンプ及

び充てんポンプを起動し、１次系にほう酸水を注入。 
(ウ) 空冷式の移動式発電装置による給電により、余熱除去ポンプ

を起動し、余熱除去系により１次系を冷却し、低温停止状態

まで移行。 
 

さらに、手法の多様性確保の観点から、ａ．項の代替措置として、

ポンプ、ホース類等を拡充することにより、低温停止状態へ移行する

ことについても下記の通り、準備を進める。 
 
ｂ．ポンプ、ホース類の拡充による低温停止状態移行までの対応方

策 
（着手前の状況）タービン動補助給水ポンプを用い、高温停止状態

で炉心を継続的かつ安定的に冷却中。 
(ア) タービン動補助給水ポンプにより１次系圧力をさらに約０．

５ＭＰａまで降下させた後、電源車による給電により、ほう

酸ポンプを起動し、１次系にほう酸水を注入。 
(イ) １次系へのほう酸注入によるほう酸濃縮完了後、Ｓ／Ｇ２次
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側へ消防ポンプ及び仮設ホースを用いて、冷却水供給を開始。 
(ウ) Ｓ／Ｇ２次側へ供給した冷却水については、主蒸気ラインド

レンから排出することで冷却を継続し、低温停止状態まで移

行。 
 

今後、必要な設備や資機材の準備を進めると共に、手順書等の整備

を行ない、低温停止状態までの対応方策が確実に遂行できるよう取り

組む。 
 

(２) 設備強化対策（添付資料－１９、２０） 
緊急安全対策に加え、「③ 緊急時の電源確保」「④ 緊急時の最終的な

除熱機能の確保」「⑤ 緊急時の使用済燃料貯蔵槽の冷却確保」「⑥ 各原

子力発電所における構造等を踏まえた当面必要となる対応策の実施」に

ついては、設備の恒設化や冗長性の確保、設備強化対策を合わせて実施

し、炉心損傷や使用済燃料の損傷防止に対する一層の信頼性の向上を図

る。 
 
③ 緊急時の電源確保 

ａ．非常用発電機代替設備の配置 
Ｄ／Ｇの代替電源として、原子炉の状態監視計器や原子炉

の冷却維持に必要な機器等に必要な電力を安定的に供給す

ることができるよう、空冷式の移動式発電装置を配置する。 
ｂ．海水供給用可搬式ポンプの設置 

海水系施設である海水ポンプが機能を喪失した場合にお

いても、Ｄ／Ｇの冷却を実施できるよう海水供給用可搬式エ

ンジン駆動ポンプを配置する。 
ｃ．送電線の強化 

今回の地震の規模、設備被害の詳細が分かり次第、取り入

れるべきことがないか等の検討を行ない、適切に対応する。 
ｄ．恒設非常用発電機の設置 

定期検査時等に現状のＤ／Ｇを待機除外にしても、非常用

発電設備が２台動作可能であることを確実に担保できるよ

う新たに非常用発電機を設置する。 

 
④ 緊急時の最終的な除熱機能の確保 

ａ．タンク間の配管改造 
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復水タンクへの水の供給を容易とするため、復水タンクな

らびに淡水タンク間の配管上にホースつなぎ込み用の管台

を設置する等の改造を行なう。 
ｂ．純水タンク、淡水タンク周りの防護壁設置 

Ｓ／Ｇへ給水するための水源を確保するため、純水タンク

や淡水タンクのうち設置位置の低いものについて、周囲に津

波に対する防護壁を設置する。 
ｃ．海水ポンプ電動機予備品の確保 

津波により海水ポンプの機能が喪失した場合を想定し、海

水ポンプの早期復旧を図るため、海水ポンプ電動機の予備品

を確保する。 
ｄ．低温停止状態に向けたさらなる設備充実 

海水ポンプが機能を喪失した場合においても、原子炉補

機冷却水クーラに海水を供給し、余熱除去クーラを介して燃

料の崩壊熱を除去できるようディーゼル駆動式の大容量ポ

ンプを配置する。 
さらに、Ｓ／Ｇへの給水による低温停止状態に向け、ポン

プ、ホース等の設備拡充についても行なう。 
 

⑤ 緊急時の使用済燃料貯蔵槽の冷却確保 
 使用済燃料ピット冷却機能の強化 

使用済燃料ピットへの水補給方法を多様化するため、外部

から使用済燃料ピットへ消火水等を注入するための配管等

を敷設する。 
 

⑥ 各原子力発電所における構造等を踏まえた当面必要となる対応策の

実施 
ａ．津波の衝撃力緩和対策 

津波による衝撃力を緩和するため、防潮堤を設置する。 
ｂ．安全上重要な設備の浸水対策の強化 

タービン動補助給水ポンプ、Ｄ／Ｇ、受電盤等のプラント

安全上重要な設備の津波による浸水対策の強化を図るため、

水密扉への取替えを行なう。また、今後得られる新知見や多

様なリスクへの対応を勘案し、既設設備への影響等を評価し

た上で浸水防止措置の適用範囲を拡大していく。 
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ｃ．海水ポンプの津波対策強化 
海水ポンプへの津波の影響を低減するため、海水ポンプエ

リアに防護壁を設置する。 
 
 
７． 今後の対応 

現在の対策については、これまでに判明している知見に基づいたもの

であり、今後も事故の推移を注意深く見守っていく。特に事故に伴い発

生した放射性物質を含んだ廃液の取り扱いについては、大きな新たな課

題の一つになってきていることから、この点も含め、引き続き、情報収

集、分析を行なうと共に、併せて設備面からの対策も含め、検討を継続

して実施していく。 
事故の全体像の解明が進み、事故シーケンスの分析や評価が行なわれ

た後には、これらに対応した抜本的対策を適切に講じていく。 
以 上 
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添付資料 
 

－１：ＰＷＲにおける津波発生時の事象（緊急安全対策実施前） 
－２：ＰＷＲにおける津波発生時の事象（緊急安全対策実施後） 
－３：電源車による給電方法 
－４：タービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への給水確保方法 
－５：使用済燃料ピットへの水補給方法 
－６：電源容量の評価及び妥当性 
－７：蒸気発生器への給水評価 
－８：使用済燃料ピットへの給水評価 
－９：電源機能等喪失時対応における改善事項 
－１０：緊急点検実施結果 
－１１：訓練実施結果 
－１２：原子力防災組織 
－１３：電源車等の配置 
－１４：消防ポンプ及び消火ホースの配置（復水タンクへの給水） 
－１５：消防ポンプ及び消火ホースの配置（使用済燃料ピットへの給水） 
－１６：浸水防止措置の概要 
－１７：主要機器設置レベル（概念図） 
－１８：低温停止状態までのプロセス 
－１９：設備強化対策の概要 
－２０：設備強化対策の工程 
 



津波

海水系統機能喪失

非常用ディーゼル発電機の
機能喪失

ＰＷＲにおける津波発生時の事象

（緊急安全対策実施前）

全交流電源喪失

タービン動補助給水ポンプによる
蒸気発生器２次側への

給水冷却

給水源（復水タンク、純水タンク）
の枯渇

バッテリーの枯渇

直流電源、計器用電源
の喪失

外部電源喪失

蒸気発生器からの
除熱機能喪失

原子炉圧力・温度上昇

加圧器安全弁作動

炉心露出

中央制御室監視
機能喪失

使用済燃料ピット
冷却機能喪失

使用済燃料損傷

添付資料－１



津波

海水系統機能喪失

非常用ディーゼル発電機の
機能喪失

全交流電源喪失

タービン動補助給水ポンプに
よる蒸気発生器２次側への

給水冷却

給水源（復水タンク）への
水補給（消防ポンプなど）

電源車のつなぎ込み

直流電源、計器用電源
の確保

外部電源喪失

蓄圧タンクからの
ほう酸自動注入（未臨界維持）

蓄圧タンク出口弁閉止

原子炉は継続的に冷却

タービン動補助給水ポンプ
による継続的な冷却

中央制御室監視機能維持

使用済燃料ピット
への注水

（消防ポンプなど）

使用済燃料冷却

ＰＷＲにおける津波発生時の事象

（緊急安全対策実施後）

添付資料－２
（１／２）



使用済燃料ピットへの注水

電源車のつなぎ込み

給水源（補助復水タンク）への水補給

主蒸気

タービン動補助給水ポンプ 補助復水タンク

主給水

消防ポンプなど

補助
給水 水源

（海水等）
消防ポンプなど 水源

（海水等）

蓄圧タンク

原子炉容器

蒸
気
発
生
器

１次冷却材
ポンプ

制御棒

淡水
タンク

高圧注入ポンプ

格納容器
スプレイポンプ

余熱除去ポンプ

電動消火水
ポンプ

消火水系へ

格納容器サンプ

原子炉格納容器

格納容器スプレイ

ディーゼル
消火水ポンプ

海へ

非常用ディーゼル
発電機

海水ポンプ

原子炉補機冷却水ポンプ

外部電源

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

燃料取替
用水タンク

主蒸気 蒸気タービンへ

駆動用蒸気

原子炉
補助建屋

使用済燃料
ピット

補助復水
タンク

主給水

Ｍ

タービン動補助給水ポンプ

電動補助給水ポンプ

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ
発電機制御盤

ＰＷＲにおける津波発生時の事象

（緊急安全対策実施後のイメージ）
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電源車による給電方法
（大飯１，２，３，４号機）

給電先（Ｄ/Ｇ制御盤もしくはメタクラ）の健全性の確認

ケーブル敷設とつなぎ込み

電源車寄付き場所（Ｄ/Ｇ室外もしくはタービン建屋オープ

ンハッチ）およびケーブルルート確認

手順１

手順３-1

手順２

手順3-2

電源車の移動

電源車からの給電開始

手順４

○電源車からの給電可能ルート
・Ｄ/Ｇ室外 → Ｄ/Ｇ制御盤

・タービン建屋オープンハッチ
→ メタクラ

○電源車からの給電により運転監視等の
機能が維持できる。

添付資料－３

電源車による接続手段

電源車
・運転監視機能への給電
・安全系機器の動作信号

Ｄ／Ｇ
制御盤

メタクラ
受電

しゃ断器

充電器

パワー
センター
しゃ断器

②メタクラへ

①D/G制御盤へ

動力
変圧器

AC440V AC6600VDC１２５V

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ／Ｇ 

制御盤 D/G
電源車 

（屋外） 

① 

（安全系ﾒﾀｸﾗ） 

D/G 受電しゃ断器

6.6kV/440V 

（動力変圧器） 

（安全系ﾊﾟﾜｰｾﾝﾀｰ）

事故時設置ケーブル 

蓄電池 

ﾌﾟﾗﾝﾄ監視・制御装置 

充電器盤 

②

＜ケーブル接続箇所＞
①Ｄ／Ｇ制御盤 もしくは ②メタクラしゃ断器

＜電源車の寄り付き箇所＞
①Ｄ／Ｇ室外 もしくは ②タービン建屋オープンハッチ

上記の中で接続可能かつ寄り付き可能な箇所を選択し、
電源車を移動しつつ、ケーブルを敷設して、つなぎ込む。

電源車からの電気供給を開始

・運転監視機能の継続
・安全系機器の動作信号

（タービン動補助給水ポンプ起動盤）

手順３－１と手順３－２は併行して実施する



タービン動補助給水ポンプによる注水に必要な水源確保
方法１ 補助復水タンク①
方法２ 淡水タンク（No2.3） →補助復水タンク②
方法３ 主復水タンク③
方法４ 淡水タンク（No2.3 ） ④
方法５ 海水→補助復水タンク（消防ポンプ） ⑤

タービン動補助給水ポンプ

補助復水
タンク

８００ 

蒸気発生器

淡水タンク
（2次系純水）
１００００ 

×２（No2.3）
（１・２号共用）

蒸気

ホース

②

③

海水

電動補助
給水ポンプ

①

手動 「 開 」

④
ＭＭ

Ｍ

消防
ポンプ

主復水
タンク
８５０ 

Ｍ

F・Ｏ

⑤

タービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への給水確保方法
（大飯１号機の場合）

1u 補助復水タンクからの水補給

1u 主復水タンクからの水補給（※）

海水を用いた水補給（消防ポンプ）

1,2u No2,3淡水タンク（２次系純水）から
の水補給（補助復水タンク経由）（※） 1u 主復水タンクからの水補給（※）

1,2u No2,3淡水タンク（２次系純水）
からの水補給（※）

添付資料－４
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「No.２、３淡水タンク（２次系純水タンク）からの水補給（補助復水タンク経由）」ができない場合

※タンクの損壊または流出等により、水源が使用できない場合は次の水源を使用する。



タービン動補助給水ポンプによる注水に必要な水源確保
方法１ 補助復水タンク ①
方法２ 淡水タンク（No2.3） →補助復水タンク②
方法３ 主復水タンク③
方法４ 淡水タンク（No2.3） ④
方法５ 海水→補助復水タンク（消防ポンプ） ⑤

タービン動補助給水ポンプ

補助復水
タンク

８００ 

蒸気発生器

淡水タンク
（2次系純水）
１００００ 

×２（No2.3）
（１・２号共用）

蒸気

ホース

②

③

海水

電動補助
給水ポンプ

①

手動 「 開 」

④
ＭＭ

Ｍ

消防
ポンプ

主復水
タンク

１１５０ 

Ｍ

F・Ｏ

⑤

タービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への給水確保方法
（大飯２号機の場合）

２u 補助復水タンクからの水補給

2u 主復水タンクからの水補給（※）

海水を用いた水補給（消防ポンプ）

1,2u No2,3淡水タンク（２次系純水）からの
水補給（補助復水タンク経由）（※）

2u 主復水タンクからの水補給（※）

1,2u No2,3淡水タンク（２次系純水）
からの水補給（※）
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「No.２、３淡水タンク（２次系純水タンク）からの水補給（補助復水タンク経由）」ができない場合

※タンクの損壊または流出等により、水源が使用できない場合は次の水源を使用する。



タービン動補助給水ポンプによる注水に必要な水源確保
方法１ 復水ピット①
方法２ Ｃ-２次系純水タンク②
方法３ ２次系純水タンク（1・2号機） ③
方法４ 海水→復水ピット（消防ポンプ） ④

タービン動補助給水ポンプ

蒸気発生器

C-2次系純水
タンク

７５００ ×１
（３・４号共用）

蒸気

ホース

② ③

④
海水

電動補助
給水ポンプ

①

手動 「 開 」

復水
ピット

１２００ 

Ｍ

Ｍ

2次系純水
タンク
３０００ 

×２（No1.2）
（１・２号共用）

消防
ポンプ

タービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への給水確保方法
（大飯３号機の場合）

3u 復水ピットからの水補給

3,4u C-２次系純水タンクからの水補給（※）

海水を用いた水補給（消防ポンプ）

1,2u ２次系純水タンク（予備）からの水補給（※）

添付資料－４
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※タンクの損壊または流出等により、水源が使用できない場合は次の水源を使用する。



タービン動補助給水ポンプによる注水に必要な水源確保
方法１ 復水ピット①
方法２ Ｃ-２次系純水タンク②
方法３ ２次系純水タンク（1・2号機） ③
方法４ 海水→復水ピット（消防ポンプ） ④

タービン動補助給水ポンプ

蒸気発生器

蒸気

ホース

②
③

④

海水

電動補助
給水ポンプ

①

手動 「 開 」

復水
ピット

１２００ 

Ｍ

Ｍ

消防
ポンプ

タービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への給水確保方法
（大飯４号機の場合）

3,4u C-２次系純水タンクからの水補給（※）

海水を用いた水補給（消防ポンプ）

1,2u ２次系純水タンク（予備）からの水補給（※）

4u 復水ピットからの水補給

添付資料－４
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C-2次系純水
タンク

７５００ ×１
（３・４号共用）

2次系純水
タンク
３０００ 

×２（No1.2）
（１・２号共用）

※タンクの損壊または流出等により、水源が使用できない場合は次の水源を使用する。



使用済燃料ピットへの水補給方法
（大飯１・２号機の場合）

使用済燃料ピット

燃料取扱建
屋内消火栓

1次系純水ポンプ

電源車

電源車による電源供給

屋外消火栓

使用済燃料ピットへの補給手段
方法１ 燃料取扱建屋内消火栓 ①
方法２ 屋外消火栓②
方法３ 1次系純水タンク③
方法４ 消防ポンプ（海水） ④

②

③

Ｎｏ１淡水タンク
１００００ 
(1,2号共用）

消防
ポンプ

1次系純水
タンク
424 
×２

④ 海水

①

1,2u No１淡水タンクからの水補給（燃料取扱建屋内消火栓）（※）

1,2u１次系純水タンクからの水補給（１次系純水ﾎﾟﾝﾌﾟ）（※）

海水を用いた水補給開始（消防ポンプ）

1,2u No１淡水タンクからの水補給（屋外消火栓）（※）

ホース

※タンクの損壊または流出等により、水源が使用できない場合は次の水源を使用する。
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使用済燃料ピット

燃料取扱建
屋内消火栓

1次系補給水ポンプ

電源車

電源車による電源供給

屋外消火栓

使用済燃料ピットへの補給手段
方法１ 燃料取扱建屋内消火栓①
方法２ 屋外消火栓②
方法３ 1次系純水タンク③
方法４ 消防ポンプ（海水） ④

②

①

③

消防
ポンプ

1次系純水
タンク
4２0 

×２
(3,4号共用）

④ 海水

Ｎｏ１淡水タンク
１００００ 
(1,2号共用）

使用済燃料ピットへの水補給方法
（大飯３号機の場合）

1,2u No１淡水タンクからの水補給（燃料取扱建屋内消火栓）（※）

3,4u１次系純水タンクからの水補給（１次系補給水ﾎﾟﾝﾌﾟ）（※）

海水を用いた水補給開始（消防ポンプ）

1,2u No１淡水タンクからの水補給（屋外消火栓）（※）

ホース

※タンクの損壊または流出等により、水源が使用できない場合は次の水源を使用する。
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使用済燃料ピットへの水補給方法
（大飯４号機の場合）

1,2u No１淡水タンクからの水補給（燃料取扱建屋内消火栓）（※）

3,4u１次系純水タンクからの水補給（１次系補給水ﾎﾟﾝﾌﾟ）（※）

海水を用いた水補給開始（消防ポンプ）

1,2u No１淡水タンクからの水補給（屋外消火栓）（※）

使用済燃料ピット

燃料取扱建
屋内消火栓

1次系補給水ポンプ

電源車

電源車による電源供給

屋外消火栓

使用済燃料ピットへの補給手段
方法１ 燃料取扱建屋内消火栓①
方法２ 屋外消火栓②
方法３ 1次系純水タンク③
方法４ 消防ポンプ（海水） ④

②

①

③

消防
ポンプ

1次系純水
タンク
4２0 

×２
(3,4号共用）

④ 海水

Ｎｏ１淡水タンク
１００００ 
(1,2号共用）

ホース

※タンクの損壊または流出等により、水源が使用できない場合は次の水源を使用する。
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電源容量の評価及び妥当性 

 

１． 評価の目的 

想定事象に対する対応シナリオ等を遂行するに当たっては、全交流電源喪失の

状態の下でプラント監視機能を維持し、原子炉及び使用済燃料ピット（以下、Ｓ

ＦＰ）の冷却を継続的かつ安定的に行うことができるよう、期待する設備に電源

車から電気を供給する必要がある。このため、配備する電源車の電源容量がシナ

リオ等において期待する設備を稼動させるのに十分な電源容量を有しているこ

とを評価し、その妥当性を確認する。 

併せて、電源車が継続して発電するためには、そのための燃料を絶やさずに供

給することが必要であり、その点についても評価を行なった。 

 

２． 期待する設備と必要電源容量 

シナリオ等の遂行において期待する設備と、それぞれの設備に必要な電源容量

は、次の通りである。 

図１に大飯１号機を例に示すが、電源容量については個々に異なるため、別表

１、２にまとめた。 

（１）直流電源 

  交流電源喪失時に直流電源から直接給電される直流母線に繋がる設備として、 

・ 計器用電源装置 

・ 中央監視・制御 

・ 非常用ディーゼル発電機初期励磁・制御盤 

・ タービン動補助給水ポンプ起動盤など 

があり、これらの負荷は各々２系統ずつあり、その合計は 106.8kVA である。直

流母線と電源車接続先である所内開閉装置との間には充電器があり、この定格出

力から変換効率を考慮すると、電源車に求められる必要な電源容量は、約 277kVA

である。（別表１参照） 

（２）計器用電源 

交流電源喪失時に交流電源または、直流電源からインバータを介して給電され

る計器用母線に繋がる設備として、 

・ 安全保護装置 

・ 原子炉制御装置 

・ 放射線監視装置（ＲＭＳ）など 

があり、これらの負荷は各々４系統ずつあり、その合計は 30.1kVA である。計器

用母線と所内開閉装置との間には計器用電源装置があり、その定格出力から変換

効率を考慮すると、電源車に求められる必要な電源容量は、約 109kVA である。

（別表２参照） 
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 以上の（１）及び（２）については、全交流電源喪失時のベースとなる電源容

量であり、大飯１号機の場合、合計 277+109= 386kVA となる。 

 

（３）その他シナリオ等遂行に必要な機器 

ベースとなる電源容量以外に、蒸気発生器への給水確保においては、蓄圧タン

ク出口電動弁の閉止のために、また、ＳＦＰへの給水確保では、１次系純水タン

クの水をＳＦＰに補給するための１次系純水ポンプを起動するために、それぞれ

電源車からの電源が必要である。 

また、低温停止に移行する際には、１次系の温度低下に伴う反応度添加に備え

ほう酸を注入し、その濃度を高めておくためにほう酸ポンプを起動する必要があ

り、この電源としても期待している。 

これらの機器が必要とする電源容量は下記の通りである。また、１次系純水ポ

ンプやほう酸ポンプについては定格時の容量と、起動時に数秒の間生じる比較的

大きな起動時容量とがあり、その値も併記した。（別表３参照） 

 

・ 蓄圧タンク出口電動弁：定格時容量 58kVA 

            （起動時容量は短時間であるため無視できる) 

・ 1 次系純水ポンプ：定格時容量 24kVA 

       起動時容量 72kVA 

・ ほう酸ポンプ：定格時容量 12kVA 

         起動時容量 33kVA 

  

 

３． 電源容量についての評価と妥当性 

  以上の設備の電気負荷から、配備する電源車の電源容量について評価してみる

と、ベースとなる電源容量に、各ポンプが起動する際の最大の必要容量を加え、 

386+72+12= 470kVA(ベース＋１次系純水ポンプ起動時＋ほう酸ポンプ定格時） 

となる。（起動時容量は数秒間のみ生じるため、同時に 2 台のポンプの起動時容

量を考慮する必要はない。） 

配備する電源車の電源容量である 500kVA はこれらに対して十分な電源容量を

有していると判断できる。 

  他のプラントにおいても、配備した電源車の電源容量と必要な電気負荷につい

て、別表４の通りであり、いずれのプラントにおいても必要な電源容量を有して

いる。 

 

 

添付資料－６

（２／８）



 

４． 電源車の発電に必要な燃料の貯蔵量及び供給方法 

  電源車への燃料については、各発電所に備えている補助ボイラ燃料タンクに備

蓄されている燃料を使用する。補助ボイラ燃料タンク容量は下記の通りである。 

  補助ボイラ燃料タンク内燃料を、各発電所に備えたタンクローリーに移送し、

タンクローリーにて各プラントに配備された電源車に給油する。 

  各電源車の発電用燃料タンク容量はそれぞれの電源容量によって異なるが、配

備された電源車の発電用燃料タンク容量と連続運転可能時間から、発電所に備え

られた補助ボイラ燃料タンク容量（全量の４０％油量）と、給油可能連続日数は

下記の通りとなる。 

・ タンク容量：200m3 （１～４号機共用） 

・ 油量（タンク容量の 40%）：80m3（１～４号機共用） 

・ 給油可能連続日数：３１日 

  

５． 発電に必要な燃料についての評価の妥当性 

  電源車の連続運転については、発電所内の補助ボイラ燃料タンクに備蓄された

燃料を、発電所に配備されているタンクローリーを用いて各電源車に給油するこ

とにより、１ヶ月程度電源車による電源供給が可能である。 

以 上  
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図１：交流電源と直流電源および、計器用電源の負荷イメージ 

＜大飯１号機の例＞ 
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蒸気発生器への給水評価 

 

大飯１，２号機における蒸気発生器への給水評価 

 

１． シナリオ 

蒸気発生器（以下、Ｓ／Ｇ）への給水については、図１の通り、水源を確保

しながら、原子炉の冷却を継続して行なう。本運用について、各タンク等を水

源として、Ｓ／Ｇ２次側への必要補給水量を評価した。 

 

図１．給水シナリオ 

 

２． 前提条件 

最も厳しい崩壊熱を想定するため、原子炉内には、55,000MWd/t（３回照射）、

36,700MWd/t（２回照射）、及び 18,300MWd/t（１回照射）の燃焼度のウラン燃

料（初期濃縮度 4.8wt%）が、それぞれ１／３存在するとした。これらは約１年

間運転を行なった状態である。 

また、これらの燃料から発生する崩壊熱は１次冷却材より除熱され、１次冷

却材の熱はＳ／Ｇにて２次側器内水に伝達される。Ｓ／Ｇ２次側器内水は蒸気

となるため、タービン動補助給水ポンプ（以下、AFWP）により、Ｓ／Ｇ２次側

に継続して安定した給水を行う必要がある。また、電源等の復旧後、すみやか

に余熱除去系を用いた１次冷却材の冷却が可能となるよう高温停止状態（１次

冷却材系統の温度を 170℃、圧力を 0.7MPa）まで冷却・減圧し維持することと

した。 

①補助復水タンクからＳ／Ｇへの給水 

⑤海水を用いた水補給（消防ポンプ） 

②1,2u No.2,3淡水タンク（２次系純水）からの水補給 ③主復水タンクからの水補給 

③主復水タンクからの水補給 ④1,2u No.2,3淡水タンク（２次系純水）からの水補給 
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３． 必要補給水量 

   上記の前提条件のもと、Ｓ／Ｇ必要補給水量は、下記式１にて計算できる。 

 

 

 

 

４． 時間軸に応じた評価 

（１）設備 

図１におけるシナリオにて１，２号機で期待している水源となるタンクの容

量については、①補助復水タンク：約 800m3×１基、②1,2u 淡水タンク（２次

系純水）：約 10000 m3×２基（１，２号共用）③主復水タンク：約 850m3×１基

（１号），約 1150 m3×１基（２号）であるが、これらが満水状態で使えること

は想定せず、１，２号機それぞれで下記条件を設定した。 

 

① 補助復水タンク：保安規定値の水量          735m3 

② 1,2u 淡水タンク（２次系純水）：40%*水量を保有        4000m3 

③ 主復水タンク：40%*水量を保有（2 号も 1 号と同じとした） 340m3 

  （*: 40%については、実運用を考慮し、保守的な値として設定） 

 

 

（２）崩壊熱 

「２．前提条件」の下において、「軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能

評価指針（昭和 56 年 7 月 20 日原子力安全委員会決定、平成 4 年 6 月 11 日一

部改訂）」においてその使用が認められている日本原子力学会推奨値（不確定

性（3σ）込み）を用いている。 

また、アクチニド崩壊熱に関しては十分実績のある ORIGEN2 コード評価値

（不確定性（20%）込み）を用いている。 

評価に用いる崩壊熱曲線を図２に示す。 

S／G必要補給水量[m3／h]＝  

【計算条件】 S／G２次側飽和蒸気比エンタルピー(Tcold150℃) 

  補給水比エンタルピー(40℃)   

  補給水密度(40℃)      

                   崩壊熱[MW]×103×3600 

（S／G２次側飽和蒸気比エンタルピー－補給水比エンタルピー）[kJ／kg]×補給水密度[kg／m3] 

＊１：1999日本機械学会蒸気表 

： 2745 kJ／kg *1 

： 167 kJ／kg *1 

： 992 kg／m3 *1 

…【式 1】 
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（３）給水流量 

全交流電源喪失直後から５時間については、①補助復水タンクから AFWP を

用いてＳ／Ｇ２次側に給水する。 

その後、①補助復水タンクの水源がなくなると、系統を切替えて②1,2u 淡

水タンク（２次系純水）または、③主復水タンクから補助復水タンクに水を補

給し、同様に AFWP を通じて給水を行なう。この時点での崩壊熱は、図２から

28.6MW であり、この崩壊熱を除去するのに必要な水量は式１より約 41 m3/h

である。 

その後、崩壊熱量の低下とともに補給水量についても低減しながら原子炉冷

却を進める。 

①補助復水タンクの次の補給源として、②1,2u 淡水タンク（２次系純水）

を選択した場合、保有水量がなくなる事象発生後約９日後には、崩壊熱は8.8MW、

必要水量は約 13 m3/h となる。 

その後、水源を③主復水タンクに変更して、補助復水タンクに水を補給し、

引き続きＳ／Ｇ２次側へ AFWP を用いて給水を行なう。図２で示す崩壊熱を除

去できる必要な水量を継続して補給し、事象発生後約１０日後（1,2u 淡水タ

ンク以降約１日後）には、主復水タンク内の水がなくなり、海水を補助復水タ

ンクへ消防ポンプ等により補給しＳ／Ｇ２次側に給水することになる。この時

点での崩壊熱は 8.4MW、必要となる水量は約 12 m3/h である。 

図３に、Ｓ／Ｇへの補給水量と水源について、これまでの内容を整理した。 

図２．崩壊熱の変化 
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図３ 補給水量と水源（シナリオ１：1,2u 淡水タンク→主復水タンク） 

 

 

①復水タンクの次の補給源として、③主復水タンクを選択した場合、保有水

量がなくなる事象発生後約１３時間後には、崩壊熱は 25.5MW、必要水量は約

36 m3/h となる。 

その後、水源を②1,2u 淡水タンク（２次系純水）に変更し、引き続きＳ／

Ｇ２次側へ AFWP を用いて給水を行なう。図２で示す崩壊熱を除去できる必要

な水量を継続して補給し、事象発生後約１０日後（主復水タンク以降約１０ 

日後）には、1,2u 淡水タンク内の水もなくなり、海水を補助復水タンクに消

防ポンプ等により補給しＳ／Ｇ２次側に給水することになる。この時点での崩

壊熱は 8.4MW、必要となる水量は約 12 m3/h である。 

図４に、Ｓ／Ｇへの補給水流量と水源について、これまでの内容を整理した。 
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図４ 補給水量と水源（シナリオ２：主復水タンク→1,2u 淡水タンク） 

 

５． 結論 

全交流電源喪失となった場合に、今回講じた緊急安全対策のシナリオにより、

原子炉を安定した高温停止状態に移行し、その後継続してその状態を維持する

ことができることを確認した。 

また、シナリオ通りに原子炉の冷却を継続して行なうために必要となるＳ／

Ｇ２次側への補給水量（表１，２参照）に対し、それを上回る水量を補助復水

タンクへ補給できるよう、消防ポンプ及び消火ホース本数を設定した。 

 

表１ 必要補給水量（シナリオ１：1,2u 淡水タンク→主復水タンク）    

 1,2u 淡水ﾀﾝｸへの

切替時 

主復水ﾀﾝｸ 

への切替時 

海水への切替時 

必要補給水量 約 41 m3/h 約 13 m3/h 約 12 m3/h 

表２ 必要補給水量（シナリオ２：主復水タンク→1,2u 淡水タンク） 

 主復水ﾀﾝｸ 

への切替時 

1,2u 淡水ﾀﾝｸへの

切替時 

海水への切替時 

必要補給水量 約 41 m3/h 約 36 m3/h 約 12 m3/h 

以上 
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大飯３，４号機における蒸気発生器への給水評価 

 

１． シナリオ 

   蒸気発生器（以下、Ｓ／Ｇ）へ 

の給水については、図１の通り、 

水源を確保しながら、原子炉の 

冷却を継続して行なう。 

   本運用について、各タンク等を 

水源として、Ｓ／Ｇ２次側への必 

要補給水量を評価した。 

 

２． 前提条件 

   最も厳しい崩壊熱を想定するため 

原子炉内には、55,000MWd/t（3 回 

照射）、36,700MWd/t（２回照射）、 

及び 18,300MWd/t（１回照射）の 

燃焼度のウラン燃料（初期濃縮度 4.8wt%）が、それぞれ１／３存在するとし

た。これらは約１年間運転を行なった状態である。 

  また、これらの燃料から発生する崩壊熱は１次冷却材により除熱され、１次

冷却材の熱は、Ｓ／Ｇにて２次側器内水に伝達される。Ｓ／Ｇ２次側器内水は

蒸気となるため、タービン動補助給水ポンプ（以下、AFWP）により、Ｓ／Ｇ２

次側に継続して安定した給水を行う必要がある。また、電源等の復旧後、すみ

やかに余熱除去系を用いた１次冷却材の冷却が可能となるよう高温停止状態

（１次冷却材系統の温度を 170℃、圧力を 0.7MPa）まで冷却・減圧し維持する

こととした。 

 

３． 必要補給水量 

上記の前提条件のもと、Ｓ／Ｇ必要補給水量は、下記式１にて計算できる。 

 

S／G必要補給水量[m3／h]＝  

【計算条件】  S／G２次側飽和蒸気比エンタルピー(Tcold150℃) 

    補給水比エンタルピー(40℃)   

    補給水密度(40℃)      

                   崩壊熱[MW]×103×3600 

（S／G２次側飽和蒸気比エンタルピー－補給水比エンタルピー）[kJ／kg]×補給水密度[kg／m3] 

＊１：1999日本機械学会蒸気表 

： 2745 kJ／kg *1 

： 167 kJ／kg *1 

： 992 kg／m3 *1 

① 復水ピットからＳ／Ｇへの給水 

② 3,4u C-２次系純水タンクからの水補給 

④ 海水を用いた水補給（消防ポンプ） 

③ 1,2u ２次系純水タンク（予備）からの水補給 

図１．給水シナリオ 

…【式 1】 
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４． 時間軸に応じた評価 

（１）設備 

図１におけるシナリオにて３，４号機で期待している水源となるタンクの容

量については、①復水ピット：約 1200m3、②3,4u２次系純水タンク：約 7500m3×

１基（３，４号共用）、③1,2u２次系純水タンク（予備）：約 3000m3×２基（３，

４号共用）であるが、これらが満水状態で使えることは想定せず、３，４号機

それぞれで下記条件を設定した。 

① 復水ピット：保安規定値の水量              730m3 

② 3,4u２次系純水タンク：40%*水量を保有          1500m3 

③ 1,2u２次系純水タンク（予備）：通常運用しないため 90%水量を保有 

                             2700m3 

     （*: 40%については、実運用を考慮し、保守的な値として設定） 

 

（２）崩壊熱 

「２．前提条件」の下において、「軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能

評価指針（昭和 56 年 7 月 20 日原子力安全委員会決定、平成 4 年 6 月 11 日一

部改訂）」においてその使用が認められている日本原子力学会推奨値（不確定

性（3σ）込み）を用いている。 

また、アクチニド崩壊熱に関しては十分実績のある ORIGEN2 コード評価値

（不確定性（20%）込み）を用いている。 

評価に用いる崩壊熱曲線を図２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．崩壊熱の変化 
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（３）給水流量 

全交流電源喪失直後から５時間については、①復水ピットから AFWP を用い

てＳ／Ｇ２次側に給水する。 

その後、①復水ピットの水源がなくなると、②3,4u２次系純水タンクから水

補給ができるように系統を変更し、同様に AFWP を通じて給水を行なう。この

時点での崩壊熱は、図２から、28.6MW であり、この崩壊熱を除去するのに必

要な水量は式１より約 41 m3/h である。その後、崩壊熱量の低下とともに補給

水量についても低減しながら原子炉冷却を進め、②3,4u２次系純水タンク保有

水量がなくなる事象発生後約２日後には、崩壊熱は 17.0MW、必要水量は約 24 

m3/h となる。 

その後、水源を③1,2u 純水タンク（予備）に変更し、復水ピットへ水を補

給し、引き続きＳ／Ｇ２次側へ AFWP を用いて給水を行なう。図２で示す崩壊

熱を除去できる必要な水量を継続して補給し、事象発生後約９日後（3,4u２次

系純水タンク以降約７日後）には、1,2u 純水タンク内の水もなくなり、海水

を復水ピットへ補給しＳ／Ｇ２次側に給水することになる。この時点での崩壊

熱は 8.8MW、必要となる水量は約 13 m3/h である。 

    図３に、Ｓ／Ｇへの補給水量と水源について、これまでの内容を整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図３．補給水量と水源 
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５． 結論 

全交流電源喪失となった場合に、今回講じた緊急安全対策のシナリオにより、

原子炉を安定した高温停止状態に移行し、その後継続してその状態を維持する

ことができることを確認した。 

また、シナリオ通りに原子炉の冷却を継続して行なうために必要となるＳ／

Ｇ２次側への補給水量（表１参照）に対し、それを上回る水量を復水タンクへ

補給できるよう、消防ポンプ及び消火ホース本数を設定した。 

 

表１ 必要補給水量 

 3,4u２次系純水ﾀﾝｸ

への切替時 

1,2u２次系純水ﾀﾝｸ

（予備）への切替時

海水への切替時 

必要補給水量 約 41 m3/h 約 24 m3/h 約 13 m3/h 

 

以上 
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使用済燃料ピットへの給水評価 

 

１． シナリオ 

使用済燃料ピット（以下、ＳＦＰ）への給水については、崩壊熱によるＳＦＰ

水量の減少（蒸散）を補うため、図１の通り、継続してＳＦＰに給水を行なう。

本運用について各水源からの必要補給水量について、検討を行なった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 前提条件 

（崩壊熱） 

ＳＦＰにとって最も崩壊熱負荷が厳しい状況（運転停止後、全ての燃料が原子

炉からＳＦＰに移送された状態）を設定しており、過去の許認可におけるＳＦＰ

の崩壊熱除去に係る評価に使用したものを用いた。評価条件を表１，２に示す。 

具体的には、核分裂生成物崩壊熱に関しては「軽水型動力炉の非常用炉心冷却

系の性能評価指針（昭和 56 年 7 月 20 日原子力安全委員会、平成 4 年 6 月 11 日

一部改訂）」においてその使用が認められている日本原子力学会推奨値（不確定

性（3σ）込み）を用いて評価を行い、アクチニド崩壊熱に関しては、十分実績

のある ORIGEN2 コード評価値（不確定性（20%）込み）を用いて評価を行ってい

る。 
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図１：給水シナリオ 

③１次系純水タンクからの水補給（１次系純水ﾎﾟﾝﾌﾟ） 

④海水を用いた水補給（消防ポンプ） 

②淡水タンクからの水補給（屋外消火栓） 

①淡水タンクからの水補給（燃料取扱建屋内消火栓） 



表１ 崩壊熱評価条件（大飯１，２号機） 

 大飯１，２号機 

燃料条件 

ウラン燃料 

・燃焼度： 

３回照射燃料 55,000MWd/t 

２回照射燃料 36,700MWd/t 

１回照射燃料 18,300MWd/t 

・ウラン濃縮度：4.8wt% 

運転期間 １３ヶ月 

停止期間 ３０日 

燃料取出期間 ８．５日 

 注：大飯１～４号機 55GWd/t 燃料使用等に伴う原子炉設置変更許可申請（平成 14年 8月申請）安全審査におけるＳ

ＦＰ冷却設備の評価条件 

 

表２ 崩壊熱評価条件（大飯３，４号機） 

 大飯３号機 大飯４号機 

燃料条件 

ウラン燃料 

・燃焼度（３号機）： 

３回照射燃料 55,000MWd/t 

２回照射燃料 36,700MWd/t 

１回照射燃料 18,300MWd/t 

・ウラン濃縮度（３号機） 

4.8wt% 

・燃焼度（１号及び２号機） 

３回照射燃料 55,000MWd/t 

・ウラン濃縮度（１号及び２号機） 

4.8wt% 

ウラン燃料 

・燃焼度（４号機）： 

３回照射燃料 55,000MWd/t 

２回照射燃料 36,700MWd/t 

１回照射燃料 18,300MWd/t 

・ウラン濃縮度（４号機） 

4.8wt% 

・燃焼度（１号及び２号機） 

３回照射燃料 55,000MWd/t 

・ウラン濃縮度（１号及び２号機） 

4.8wt% 

運転期間 １３ヶ月 

停止期間 ３０日 

燃料取出期間 ８．５日 

 注：大飯１～４号機 55GWd/t 燃料使用等に伴う原子炉設置変更許可申請（平成 14年 8月申請）安全審査におけるＳ

ＦＰ冷却設備の評価条件 
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（設備） 

ＳＦＰの冷却機能が喪失した場合に、ＳＦＰへの給水の水源として使用するタ

ンクを、表３のとおり設定した。 

 

表３ ＳＦＰ給水の水源 

  1 号機 2 号機 3 号機 4 号機 備考 

容量 10,000m3×3 基 

淡水タンク 
想定水量 5,333m3*1 1,333m3*2 1,333m3*2 

*1 タンク 1 基の容量

の40%とタンク1基

の容量の 40%を分

割した合計 

*2 タンク 1 基の容量

の 40%を分割 

容量 424m3×2 基 420m3×2 基 1 次系純水

タンク 想定水量 212m3*3 252m3*3 252m3*3 
*3 タンクの運用水位 
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３． 必要補給水量の計算 

ＳＦＰ保管の燃料の崩壊熱Ｑによる保有水の蒸散量 ΔV／Δt（m3/h）は、下記

式１で計算できる。 

 

 ΔV／Δt（m3/h）＝Ｑ(kW) ×3600／（ρ(kg/m3)×hfg(kJ/kg)）*１  …【式１】 

 

      ρ（飽和水密度） ：958kg/m3 *２（プラント共通） 

      hfg（飽和水蒸発潜熱） ：2,257kJ/kg *２（プラント共通） 

      Ｑ（ＳＦＰ崩壊熱） ：11,943kW *３（大飯１，２号機） 

 ：11,674kW *３（大飯３，４号機） 

 

 

＊ １：（ρ×ΔV）（kg）の飽和水が蒸気に変わるための熱量は hfg×（ρ×ΔV）（kJ）で、 

使用済燃料のΔt時間あたりの崩壊熱量ＱΔt に等しい。 

    なお、保有水は保守的に大気圧下での飽和水（100℃）として評価している。 

＊ ２：物性値の出典：国立天文台編「理科年表」 

＊ ３：表４，５ 燃料取出スキーム参照 

 

 

以上から、崩壊熱による保有水の蒸散を補うために必要な補給水量は、蒸散量

ΔV／Δt（m3/h）と等しく、大飯１，２号機については 19.88m3/h、大飯３，４

号機については 19.44m3/h となる。 
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４． 検討結果 

ＳＦＰが冷却機能を喪失することにより崩壊熱による保有水の蒸散を補うた

めに必要な補給水量（大飯１，２号機については 19.88m3/h、大飯３，４号機に

ついては 19.44m3/h）を算出した。 

また、必要となる補給水量に対し、それを上回る水量を給水できるよう消防ポ

ンプ台数及び消火ホース本数を設定した。 
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（７／７） 



電
源
機
能

等
喪
失
時

対
応
に

お
け
る
改

善
事
項

 
 

項
 

目
 

シ
ナ
リ

オ
策

定
段

階
及

び
現

場
で

の
適

用
検

討
段

階
で

の
 

P
D
C
A
サ

イ
ク

ル
に

よ
る

課
題

 
改

善
内

容
 

・
 
オ

ー
プ

ン
ハ

ッ
チ
前

か
ら

メ
タ

ク
ラ

室
ま

で
の

ケ
ー

ブ
ル

敷
設

は
、

重
量

物
で

あ

る
ケ

ー
ブ

ル
の
敷
設

長
が

長
い

た
め
、

労
力

と
時

間
が

か
か

る
。

 

・
 
オ

ー
プ

ン
ハ

ッ
チ

前
か

ら
メ

タ
ク

ラ
室

に
容

易
に

ケ
ー

ブ
ル

を
引

け
る

よ

う
治

具
（

ロ
ー

ル
）

を
製

作
 

・
 
電

源
車

に
よ
る

運
転

中
プ

ラ
ン

ト
へ

ケ
ー

ブ
ル

の
接

続
が

で
き

な
い

た
め

、
接

続

作
業

の
訓

練
が

で
き

な
い

。
 

・
 
訓

練
用

の
模

擬
盤

を
作

成
し

、
ほ

ぼ
実

際
の

作
業

と
同

等
の

ケ
ー

ブ
ル

接

続
訓

練
を

行
っ

て
い

る
。

 

・
 
雨

天
時

を
想

定
し

、
短

絡
や

感
電

事
故

を
避

け
る

等
、

安
全

に
作

業
で

き
る

よ
う

に
工

夫
す

る
必

要
が

あ
る

。
 

・
 
雨

天
時

に
も

安
全

に
作

業
で

き
る

よ
う

、
電

源
車

に
変

圧
器

上
部

に
雨

養

生
（

屋
根

）
を

施
し

た
。

 

・
 
緊

急
時

に
作

業
す

る
た

め
、

電
源

ケ
ー

ブ
ル

の
接

続
間

違
い

し
な

い
よ

う
、

一
つ

一
つ

確
認

す
る
こ
と

が
必

要
と

な
り
時

間
を

要
す

る
。

 

 

・
 
ケ

ー
ブ

ル
に

は
両

端
に

接
続
場

所
を

明
示

し
、

ケ
ー

ブ
ル

端
子

に
Ａ

相
、

Ｂ
相

、
Ｃ

相
と

赤
相

、
白

相
、

青
相

の
合

マ
ー

ク
を

取
り

付
け

る
こ

と
に

よ
り

、
接

続
間

違
い

な
く

短
時
間

で
確

実
な

作
業

が
可

能
と

な
っ
た

。
 

電
源

車
に

よ
る

電
源

応
急

復
旧

 

・
 
電

源
車

に
設

置
し

て
い

る
ケ

ー
ブ

ル
端

子
が

接
続

し
に

く
い

形
状

で
あ

り
、

接
続

に
時

間
を

要
し

た
。

 

・
 
電

源
車

に
設

置
し

て
い

る
ケ

ー
ブ

ル
端

子
を

接
続

し
や

す
い

形
状

に
改

造

し
た

。
 

・
 
1
号

機
、
２

号
機
補
助

復
水

タ
ン

ク
へ
の

供
給

口
に

つ
い

て
は

、
フ

ラ
ン

ジ
接

続
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

た
め

、
取

り
付
け

に
技

量
と

時
間

が
か

か
る
。

 

 

・
 
誰

で
も

容
易

に
短

時
間

で
接

続
可

能
と

な
る

よ
う

、
ワ

ン
タ

ッ
チ

式
で

取

付
け

ら
れ

る
タ

イ
プ

に
改

造
。

 

・
 
消

防
ポ

ン
プ

を
多

段
で

設
置

す
る

場
合

、
２

段
目

以
降

の
ポ

ン
プ

を
ど

こ
に

設
置

し
て

よ
い

の
か

が
分

か
ら

な
い

。
 

 

・
 
２

段
目

以
降

の
ポ

ン
プ

設
置
場

所
に

マ
ー

キ
ン

グ
を

実
施

し
、

ス
ム

ー
ズ

に
ポ

ン
プ

設
置

が
で

き
る

よ
う

に
す
る

。
 

・
 
取

水
口

か
ら
の

海
水

取
水

に
つ

い
て

、
消

防
ポ

ン
プ

の
吸

い
込

み
管

を
入

れ
る

必

要
が

あ
る

が
、
フ
ェ

ン
ス

の
隙

間
が
小

さ
い

た
め

、
挿

入
し

に
く
い

。
 

 

・
 
消

防
ポ

ン
プ

の
吸

い
込

み
管

を
容

易
に

入
れ

ら
れ

る
よ

う
に

す
る

た
め

、

取
水

口
フ

ェ
ン

ス
該

当
部

分
を
大

き
く

す
る

。
 

Ｓ
Ｇ

へ
の

給
水

確
保

 

・
 
使

用
済
燃

料
ピ

ッ
ト

お
よ

び
Ｓ

Ｇ
へ
の

海
水

送
水

は
、
同
じ

ル
ー
ト

を
辿

る
た

め
、

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料
補

給
等

で
効

率
的
な

設
置

方
法

が
必

要
で

あ
る
。

 

 

・
 
ポ

ン
プ

の
燃

料
補

給
を

効
率
的

に
行

え
る

よ
う

、
至

近
場

所
に

設
置

で
き

る
ポ

ン
プ

は
同

じ
場

所
に

設
置
す

る
よ

う
に

し
た

。
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（１／４） 



電
源
機
能

等
喪
失
時

対
応
に

お
け
る
改

善
事
項

 
 

項
 

目
 

シ
ナ
リ

オ
策

定
段

階
及

び
現

場
で

の
適

用
検

討
段

階
で

の
 

P
D
C
A
サ

イ
ク

ル
に

よ
る

課
題

 
改

善
内

容
 

・
 
燃

料
ピ

ッ
ト

周
辺
は

平
常

時
は

、
通

常
の

管
理

区
域

用
の

装
備

で
作

業
可

能
で

あ

る
が

、
緊

急
時

に
は

線
量

が
高

く
な
る

こ
と

が
予

想
さ

れ
る

。
 

 

・
 
緊

急
時

に
お

け
る

燃
料

ピ
ッ
ト

周
辺

の
作

業
環

境
を

考
慮

し
、

ア
ノ

ラ
ッ

ク
、

マ
ス

ク
着

用
に

よ
る

訓
練
を

実
施

し
た

。
 

・
 
消

防
ポ

ン
プ

を
多

段
で

設
置

す
る

場
合

、
２

段
目

以
降

の
ポ

ン
プ

を
ど

こ
に

設
置

し
て

よ
い

の
か

が
分

か
ら

な
い

。
 

 

・
 
２

段
目

以
降

の
ポ

ン
プ

設
置
場

所
に

マ
ー

キ
ン

グ
を

実
施

し
、

ス
ム

ー
ズ

に
ポ

ン
プ

設
置

が
で

き
る

よ
う

に
す
る

。
 

・
 
取

水
口

か
ら
の

海
水

取
水

に
つ

い
て

、
消

防
ポ

ン
プ

の
吸

い
込

み
管

を
入

れ
る

必

要
が

あ
る

が
、
フ
ェ

ン
ス

の
隙

間
が
小

さ
い

た
め

、
挿

入
し

に
く
い

。
 

 

・
 
消

防
ポ

ン
プ

の
吸

い
込

み
管

を
容

易
に

入
れ

ら
れ

る
よ

う
に

す
る

た
め

、

取
水

口
フ

ェ
ン

ス
該

当
部

分
を
大

き
く

す
る

。
 

使
用

済
燃

料
ピ

ッ
ト

へ
の

給
水

確
保

 

  

・
 
使

用
済
燃

料
ピ

ッ
ト

お
よ

び
Ｓ

Ｇ
へ
の

海
水

送
水

は
、
同
じ

ル
ー
ト

を
辿

る
た

め
、

ポ
ン

プ
へ

の
燃

料
補

給
等

で
効

率
的
な

設
置

方
法

が
必

要
で

あ
る
。

 

 

・
 
ポ

ン
プ

の
燃

料
補

給
を

効
率
的

に
行

え
る

よ
う

、
至

近
場

所
に

設
置

で
き

る
ポ

ン
プ

は
同

じ
場

所
に

設
置
す

る
よ

う
に

し
た

。
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電
源
機
能

等
喪
失
時

対
応
に

お
け
る
改

善
事
項

 
 

項
 

目
 

シ
ナ
リ

オ
策

定
段

階
及

び
現

場
で

の
適

用
検

討
段

階
で

の
 

P
D
C
A
サ

イ
ク

ル
に

よ
る

課
題

 
改

善
内

容
 

・
 
シ

ナ
リ

オ
成

立
の

た
め

に
必

要
な

資
機

材
が

津
波

に
流

さ
れ

な
い

よ
う

な
場

所
に

保
管

し
て

お
く
必
要

が
あ

る
。

 

 

・
 
必

要
な

資
機

材
に

つ
い

て
は

、
基

本
的

に
十

分
に

高
度

が
あ

る
場

所
に

保

管
し

、
津

波
の

影
響

を
受

け
な
い

よ
う

配
慮

し
た

。
 

・
 
電

源
車

は
、

４
４
０

Ｖ
仕

様
で

あ
る

が
ケ

ー
ブ

ル
が

太
く

な
り

、
ケ

ー
ブ

ル
の

敷

設
に

労
力

と
時

間
が

か
か

る
。

 

・
 
電

源
車

に
変

圧
器

を
積

載
し

、
６

６
０

０
Ｖ

と
す

る
こ

と
に

よ
り

ケ
ー

ブ

ル
を

敷
設

し
や

す
い

よ
う

に
し

た
。

 

・
 
ケ

ー
ブ
ル

敷
設
は
、

津
波

等
に

よ
り
冠

水
し

た
状

況
も

考
慮

す
る
必

要
が

あ
る

。
 

 

・
 
津

波
に

よ
る

地
上

が
冠

水
し

た
場

合
に

も
柔

軟
に

対
応

で
き

る
よ

う
に

、

電
源

車
か

ら
の

給
電

に
つ

い
て
は

、
D/
G
室
前

か
ら

D/
G
制
御

盤
に
つ

な
ぎ

こ
む

方
法

と
タ

ー
ビ

ン
建

屋
オ

ー
プ

ン
ハ

ッ
チ

前
か

ら
メ

タ
ク

ラ
盤

に
つ

な
ぎ

こ
む

方
法

の
２

通
り

を
用

意
し

た
。

ま
た

、
津

波
の

影
響

を
受

け
な

い
場

所
や

水
密

化
し

た
箇

所
に

ケ
ー

ブ
ル

を
保

管
す

る
こ

と
と

し
、

瓦
礫

等
の

障
害

物
を

考
慮

し
、

実
際

の
距

離
よ

り
も

余
裕

の
あ

る
ケ

ー
ブ

ル
長

と
し

た
。

 

・
 
復

水
タ

ン
ク

や
使

用
済

燃
料

ピ
ッ

ト
に

水
源

か
ら

の
水

が
問

題
な

く
送

水
で

き
る

よ
う

に
確

認
を
行
な

う
必

要
が

あ
る
。

 

・
 
水

源
と

復
水

タ
ン

ク
や

使
用
済

燃
料

ピ
ッ

ト
と

の
高

低
差

、
ホ

ー
ス

長
に

よ
る

摩
擦

損
失

を
計

算
し

、
ポ

ン
プ

が
水

源
か

ら
所

定
場

所
ま

で
送

水
で

き
る

能
力

を
備

え
て

い
る

こ
と

を
全

て
の

ケ
ー

ス
に

つ
い

て
事

前
に

確
認

し
た

上
で

訓
練

を
実

施
し

、
十

分
に
余

裕
が

あ
る

こ
と

が
確

認
で
き

た
。

 

・
 
Ｓ

／
Ｇ

給
水

、
使

用
済

燃
料

ピ
ッ

ト
給

水
を

行
な

う
た

め
に

は
、

各
プ

ラ
ン

ト
ご

と
に

使
用

す
る
タ
ン

ク
と

そ
の

組
合
せ

、
使

用
順

序
を

考
慮

し
た
検

討
が

必
要

。
 

・
 
各

プ
ラ

ン
ト

ご
と

に
使

用
す

る
タ

ン
ク

と
そ

の
組

合
せ

、
使

用
順

序
を

考

慮
し

て
、

さ
ら

に
は

淡
水

タ
ン

ク
は

Ｓ
Ｇ

給
水

に
加

え
て

Ｓ
Ｆ

Ｐ
給

水
も

配
慮

し
て

各
タ

ン
ク

か
ら

の
給

水
日

数
、

水
源

切
替

時
の

必
要

流
量

を
評

価
し

た
。

 

・
 
停

電
に

備
え

、
ヘ

ッ
ド

ラ
ン

プ
を

準
備

し
、

現
場

夜
間

に
試

行
し

た
が

、
雨

天
で

屋
外

が
予

想
以

上
に

暗
く

、
防

水
、
大

光
量

の
も

の
が

必
要

。
 

・
 
 

・
 
防

水
仕
様

か
つ

大
光

量
の

ヘ
ッ
ド

ラ
ン

プ
を

購
入

し
た

。
 

全
般

 

・
 
Ｓ

Ｂ
Ｏ

に
よ
り

、
電

源
を

必
要

と
す

る
交

換
機

等
を

使
用

す
る

内
線

電
話

や
携

帯

電
話

に
よ

る
連

絡
手

段
が

な
く

な
る

こ
と

が
想

さ
れ

る
た

め
、

発
電

所
内

に
電

源

を
必

要
と

し
な

い
連

絡
手

段
を

講
じ
る

必
要

が
あ

る
。

 

・
 
発

電
所

内
に

無
線

機
を

新
た

に
配

備
し

、
報

連
相

が
確

実
に

行
え

る
よ

う

に
し

た
。
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・現場での
作業性が向上

・ケーブルが太すぎて
敷設には時間と労力

が必要

・電源車が４４０Ｖ仕様
であり、ケーブルもその仕様

のものを準備

・ケーブル敷設の作業性
の観点から変圧器を積載

し、軽量化

シナリオへの
フィードバック

基本シナリオの策定

PLAN

DO

CHECK

ACT

plan

do

check

act

現場での訓練

（更なる改善）

・更なる作業性向上の
ため、ケーブル端子形状

を検討

新たな課題

再度PDCA

DO段階での
PDCA

・現場夜間に試行
（雨天、屋外の暗さ）

・停電に備えヘッドランプ用意
（汎用品で初期設定）

・防水、大光量の仕様の
ものが必要

シナリオへの
フィードバック

基本シナリオの策定

PLAN

DO

CHECK

ACT

plan

docheck

現場での訓練

DO段階での
PDCA

act

・実地に適うヘッド
ランプの選定

添付資料－９
（４／４）

手順書の制定

机上・現場
検討の一例

実地訓練の一例

手順書の制定 （更なる改善）



緊急点検実施結果 

１．資機材 

項目 点検対象設備 点検方法 点検結果 点検日 

電源車（500kVA） 外観確認 
機能確認 良 H23.4.9 

電源ケーブル 外観確認 
機能確認 良 H23.4.9 

電源車（610kVA） 外観確認 
機能確認 良 H23.4.9 

電源ケーブル 外観確認 
機能確認 良 H23.4.9 

電源車（610kVA） 外観確認 
機能確認 良 H23.4.9 

電源ケーブル 外観確認 
機能確認 良 H23.4.9 

電源車（610kVA） 外観確認 
機能確認 良 H23.4.9 

電
源
車
に
よ
る
電
源
応
急
復
旧 

電源ケーブル 外観確認 
機能確認 良 H23.4.9 

１，２号機用 
（6 台） 良 H23.4.7 消防ポンプ 

（可搬式エンジン駆動
ポンプ） 
[1,2号機用：46m3/h 以上]  
[3,4号機用：36m3/h 以上] 

外観確認 
機能確認 

３、４号機用 
（8 台） 良 H23.4.7 

蒸
気
発
生
器
へ
の
給
水
確
保 

消火ホース 
（補助復水タンク、復水
ピット用） 

外観確認 １～４号機用 
（150 本） 良 H23.4.11 

1,2 号機用 
屋内No.138,139、屋外No.13 良 H23.4.8 

３号機用 
屋内3HC41,42、屋外34HC-G1 良 H23.4.8 消火栓 

（使用済燃料ピット用）
外観確認 

４号機用 
屋内4HC41,42、屋外34HC-G10 良 H23.4.8 

消防ポンプ 
（可搬式エンジン駆動
ポンプ） 
[48m3/h 以上] 

外観確認 
機能確認 

１～４号機用 
（11 台） 良 H23.4.8 

使
用
済
燃
料
ピ
ッ
ト
へ
の
給
水
確
保 

消火ホース 
（使用済燃料ピット用）

外観確認 １～４号機用 
（121 本） 良 H23.4.11 

 

添付資料－１０

（１／５） 



２．本設設備 

項目 点検対象設備 点検方法 点検結果 点検日 

１号機 良 H23.4.6 
２号機 良 H23.4.8 

３号機 － 定期検査工程に

合わせ今後実施

タービン動補助

給水ポンプ 機能確認 

４号機 良 H23.4.12 
１号機 良 H23.4.6 
２号機 良 H23.4.6 

３号機 － 定期検査工程に

合わせ今後実施

主蒸気逃がし弁 外観確認 

４号機 良 H23.4.6 
 判定基準 指示値  

水位(%) 28.6 以上 55.4 
Ａ 

圧力(MPa) 4.04 以上 4.43 
水位(%) 28.6 以上 54.4 

Ｂ 
圧力(MPa) 4.04 以上 4.51 
水位(%) 28.6 以上 55.4 

Ｃ 
圧力(MPa) 4.04 以上 4.53 
水位(%) 28.6 以上 56.1 

１

号

機

Ｄ 
圧力(MPa) 4.04 以上 4.53 

H23.4.6 

水位(%) 28.6 以上 49.3 
Ａ 

圧力(MPa) 4.04 以上 4.31 
水位(%) 28.6 以上 49.4 

Ｂ 
圧力(MPa) 4.04 以上 4.34 
水位(%) 28.6 以上 48.7 

Ｃ 
圧力(MPa) 4.04 以上 4.29 
水位(%) 28.6 以上 55.8 

２

号

機

Ｄ 
圧力(MPa) 4.04 以上 4.45 

H23.4.6 

水位(%) 45.9 以上 
Ａ 

圧力(MPa) 4.04 以上 
水位(%) 45.9 以上 

Ｂ 
圧力(MPa) 4.04 以上 
水位(%) 45.9 以上 

Ｃ 
圧力(MPa) 4.04 以上 
水位(%) 45.9 以上 

３

号

機

Ｄ 
圧力(MPa) 4.04 以上 

－ 定期検査工程に

合わせ今後実施

水位(%) 45.9 以上 56.4 
Ａ 

圧力(MPa) 4.04 以上 4.34 
水位(%) 45.9 以上 56.1 

Ｂ 
圧力(MPa) 4.04 以上 4.30 
水位(%) 45.9 以上 56.2 

Ｃ 
圧力(MPa) 4.04 以上 4.32 
水位(%) 45.9 以上 55.2 

蒸
気
発
生
器
へ
の
給
水
確
保 

蓄圧タンク 水位確認 
圧力確認 

４

号

機

Ｄ 
圧力(MPa) 4.04 以上 4.30 

H23.4.6 

 
 
 

添付資料－１０

（２／５） 



 

項目 点検対象設備 点検方法 点検結果 点検日 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

１

号

機

Ｄ 

定期検査工程に合わせ今後実施 
（前回 第 24 回定期検査にて確認済）

－ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

２

号

機

Ｄ 

定期検査工程に合わせ今後実施 
（前回 第 23 回定期検査にて確認済）

－ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

３

号

機

Ｄ 

定期検査工程に合わせ今後実施 
（今回 第 15 回定期検査にて確認予定）

H23.5.31
予定 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

蒸

気

発

生

器

へ

の

給

水

確

保 

蓄圧タンク 
出口弁 

機能確認 
（蓄圧注入系

弁動作検査） 

４

号

機

Ｄ 

定期検査工程に合わせ今後実施 
（前回 第 13 回定期検査にて確認済）

－ 

添付資料－１０

（３／５） 



 

項目 点検対象設備 点検方法 点検結果 点検日 

Ａ 良 １

号

機 Ｂ 良 
H23.4.6 

Ａ 良 ２

号

機 Ｂ 良 
H23.4.6 

Ａ ３

号

機 Ｂ 
－ 定期検査工程に

合わせ今後実施

Ａ 良 

直流電源 外観確認 
電圧確認 

４

号

機 Ｂ 良 
H23.4.6 

外観 良 補助復水 
ﾀﾝｸ 水位(m) 10.96 

H23.4.6 

外観 良 

１

号

機
主復水ﾀﾝｸ 

水位(m) 12.91 
H23.4.6 

外観 良 補助復水 
ﾀﾝｸ 水位(m) 10.97 

H23.4.6 

外観 良 

２

号

機
主復水ﾀﾝｸ 

水位(m) 11.49 
H23.4.6 

外観 良 No2 淡水ﾀﾝ

ｸ 水位(m3) 9943 
H23.4.6 

外観 良 

１

・

２

号

機

共

用

No3 淡水ﾀﾝ

ｸ 
水位(m3) 9943 

H23.4.6 

外観 ３

号

機

復水ピット 
水位(%) 

－ 
定期検査工程に

合わせ今後実施

外観 良 ４

号

機

復水ピット 
水位(%) 94.4 

H23.4.6 

外観 良 No1.2 次系

純水ﾀﾝｸ 水位(m3) 2850 
H23.4.6 

外観 良 No2.2 次系

純水ﾀﾝｸ 水位(m3) 2850 
H23.4.6 

外観 良 

蒸
気
発
生
器
へ
の
給
水
確
保 

補給水の水源 外観確認 
水位確認 

３

・

４

号

機

共

用 C2次系純水

ﾀﾝｸ 水位(m3) 7341 
H23.4.6 

添付資料－１０

（４／５） 



 

項目 点検対象設備 点検方法 点検結果 点検日 

A1 次系純水ポンプ 良 H23.4.6 

B1 次系純水ポンプ 良 H23.4.6 

１

・

２

号

機

共

用
C1 次系純水ポンプ 良 H23.4.6 

A1次系補給水ポンプ 良 H23.4.6 

機能確認 
３

・

４

号

機

共

用

B1次系補給水ポンプ － 
定期検査工程に

合わせ今後実施

外観 良 
全

号

機

共

用

No1 淡水ﾀﾝ

ｸ 
水位(m3) 9614 

H23.4.6 

外観 良 １

号

機

1 次系純水 
ﾀﾝｸ 水位(%) 26.3 

H23.4.6 

外観 良 ２

号

機

1 次系純水 
ﾀﾝｸ 水位(%) 28.5 

H23.4.6 

外観 良 A1次系純水 
ﾀﾝｸ 水位(m3) 407 

H23.4.6 

外観 良 

使

用

済

燃

料

ピ

ッ

ト

へ

の

給

水

確

保 

補給水の水源 

外観確認 
水位確認 

３

・

４

号

機

共

用

B1次系純水 
ﾀﾝｸ 水位(m3) 375 

H23.4.6 

 

添付資料－１０

（５／５） 



訓練実施結果 添付資料－１１
（1／4）

＜大飯１号機＞

訓練実施日 所要時間 訓練結果及び改善点

4月11日

4月12日
*1

50分
（Ｄ／Ｇ

室）

4月11日

4月12日
*1

67分
*2

（オープン
ハッチ）

全ユニット（1号機～4号機）が同時に全交
流電源喪失した場合の初動対応を想定し
た、電源車の配置、ケーブル敷設、制御盤
への繋ぎ込み、給電

4月25日 135分
*3

訓練結果：良好

＊3：１号機～4号機の全てのユニットへの給電が完
了するまでの時間

方法①
補助復水タンクからの水補給

4月6日 - 訓練結果：良好

方法②
淡水タンク（Ｎｏ2.3）から補助復水タンクへ
の補給

4月8日 5分 訓練結果：良好

方法③
主復水タンクからの水補給

4月6日 29分

訓練結果：良好

改善点：施錠扉の鍵及びヘルメット取付けライトを中
央制御室に配備するとより速やかな対応が可能とな
る。

方法④
No2,3淡水タンクからの水補給

4月6日 26分

訓練結果：良好

改善点：施錠扉の鍵及びヘルメット取付けライトを中
央制御室に配備するとより速やかな対応が可能とな
る。

方法⑤
海水からの水補給（消防ポンプ）

4月8日 58分

訓練結果：良好

改善点：当初計画したポンプ、ホースの数では流量
等に十分な余裕があったため、ホース本数を最適化
すると作業効率が向上する。また、連絡手段としてト
ランシーバー等を配備すると作業効率が向上する。

方法①
淡水タンクからの水補給（屋内消火栓）

4月11日 34分
訓練結果：良好
（厳しい作業環境を想定した訓練（防保護具を着
用））

方法②
淡水タンクからの水補給（屋外消火栓）

4月11日 38分

訓練結果：良好
（厳しい作業環境を想定した訓練（防保護具を着
用））

改善点：当初計画したホースの数では流量等に十分
な余裕があったため、作業効率の観点からホースの
数を適正化する。

方法③
１次系純水タンクからの水補給

4月8日 24分 訓練結果：良好

方法④
海水からの水補給（消防ポンプ）

4月7日 57分

訓練結果：良好

改善点：当初計画したポンプ、ホースの数では流量
等に十分な余裕があったため、作業効率の観点から
ポンプ、ホースの数を最適化する。また、連絡手段と
してトランシーバー等を配備すると作業効率が向上
する。

訓練結果：良好

*1：燃料補給訓練（4号機Ｄ／Ｇ室側の訓練で代え
る。）
*2：オープンハッチで対応が同様である項目につい
ては、一部1号機D/G室の訓練時間で代えた。

訓練内容

電源車の配置、ケーブル敷設、
制御盤への繋ぎ込み、給電

電源車による
電源応急復旧

使用済燃料ピットへの
給水確保

蒸気発生器への
給水確保



訓練実施結果 添付資料－１１
（2／4）

＜大飯２号機＞

訓練実施日 所要時間 訓練結果及び改善点

4月10日
（休日の訓練）

4月12日
*1

40分
（Ｄ／Ｇ

室）

4月11日

4月12日
*1

46分
*2

（オープン
ハッチ）

全ユニット（1号機～4号機）が同時に全交
流電源喪失した場合の初動対応を想定し
た、電源車の配置、ケーブル敷設、制御盤
への繋ぎ込み、給電

4月25日 135分
*3

訓練結果：良好

＊3：１号機～4号機の全てのユニットへの給電が完
了するまでの時間

方法①
補助復水タンクからの水補給

4月6日 - 訓練結果：良好

方法②
淡水タンク（Ｎｏ2.3）から補助復水タンクへ
の補給

4月8日 7分 訓練結果：良好

方法③
主復水タンクからの水補給

4月6日 25分

訓練結果：良好

改善点：施錠扉の鍵及びヘルメット取付けライトを中
央制御室に配備するとより速やかな対応が可能とな
る。

方法④
No2,3淡水タンクからの水補給

4月6日 24分

訓練結果：良好

改善点：施錠扉の鍵及びヘルメット取付けライトを中
央制御室に配備するとより速やかな対応が可能とな
る。

方法⑤
海水からの水補給（消防ポンプ）

4月8日 60分

訓練結果：良好

改善点：当初計画したポンプ、ホースの数では流量
等に十分な余裕があったため、作業効率の観点から
ポンプ、ホースの数を最適化する。また、連絡手段と
してトランシーバー等を配備すると作業効率が向上
する。

方法①
淡水タンクからの水補給（屋内消火栓）

4月11日 34分

方法②
淡水タンクからの水補給（屋外消火栓）

4月11日 38分

方法③
１次系純水タンクからの水補給

4月8日 24分

方法④
海水からの水補給（消防ポンプ）

4月7日 57分

訓練結果：良好

*1：燃料補給訓練（4号機Ｄ／Ｇ室側の訓練で代え
る。）
*2：オープンハッチで対応が同様である項目につい
ては、一部1号機D/G室、オープンハッチの訓練時間
で代えた。

訓練結果：良好

注）大飯１、２号機のＳＦＰは共用設備であるため、大
飯１号機の訓練結果に同じ。

使用済燃料ピットへの
給水確保

電源車による
電源応急復旧

蒸気発生器への
給水確保

訓練内容

電源車の配置、ケーブル敷設、
制御盤への繋ぎ込み、給電



訓練実施結果 添付資料－１１
（3／4）

＜大飯３号機＞

訓練実施日 所要時間 訓練結果及び改善点

4月11日
（夜間の訓練）

4月12日
*1

71分
*2

（Ｄ／Ｇ
室）

訓練結果：良好

*1：燃料補給訓練（4号機Ｄ／Ｇ室側の訓練で代え
る。）
*2：D/G室で対応が同様である項目については、一
部1号機D/G室の訓練時間で代えた。

4月12日
*3

90分
*4

（オープン
ハッチ）

訓練結果：良好

*3：燃料補給訓練は、4号機Ｄ／Ｇ室側の訓練で代
える。
*4：オープンハッチでの対応が同様である項目につ
いては、一部4号機D/G室の訓練時間で代えた。

全ユニット（1号機～4号機）が同時に全交
流電源喪失した場合の初動対応を想定し
た、電源車の配置、ケーブル敷設、制御盤
への繋ぎ込み、給電

4月25日 135分
*5

訓練結果：良好

＊5：１号機～4号機の全てのユニットへの給電が完
了するまでの時間

方法①
復水ピットからの水補給

－

方法②
C-２次系純水タンクからの水補給 15分

*6

方法③
１／２号２次系純水タンクからの水補給 16分

*6

方法④
海水からの水補給（消防ポンプ）

4月8日 67分

訓練結果：良好

改善点：当初計画したポンプ、ホースの数では流量
等に十分な余裕があったため、作業効率の観点から
ポンプ、ホースの数を最適化する。また、連絡手段と
してトランシーバー等を配備すると作業効率が向上
する。

方法①
淡水タンクからの水補給（屋内消火栓）

4月11日 21分
*7

訓練結果：良好

*7：4号機と対応が同様である項目については、一部
4号機の訓練時間で代えた。

方法②
淡水タンクからの水補給（屋外消火栓）

4月11日 23分
*8

訓練結果：良好

*8：4号機と対応が同様である項目については、一部
4号機の訓練時間で代えた。

改善点：当初計画したホースの数では流量等に十分
な余裕があったため、作業効率の観点からホースの
数を最適化する。

方法③
１次系純水タンクからの水補給

4月8日 38分
＊9

訓練結果：良好

*9：４号機と設備、操作内容が同様であるため、弁の
配置確認で代えた。（所要時間は４号機での訓練時
間）

方法④
海水からの水補給（消防ポンプ）

4月7日 65分

訓練結果：良好

改善点：当初計画したポンプ、ホースの数では流量
等に十分な余裕があったため、作業効率の観点から
ポンプ、ホースの数を最適化する。また、連絡手段と
してトランシーバー等を配備すると作業効率が向上
する。

蒸気発生器への
給水確保

4月6日

訓練内容

訓練結果：良好

*6：4号機と設備、操作内容が同様であるため、４号
機の訓練時間で代えた。

使用済燃料ピットへの
給水確保

電源車の配置、ケーブル敷設、
制御盤への繋ぎ込み、給電

電源車による
電源応急復旧



訓練実施結果 添付資料－１１
（4／4）

＜大飯４号機＞

訓練実施日 所要時間 訓練結果及び改善点

4月12日
*1

74分
*2

（Ｄ／Ｇ
室）

訓練結果：良好

*1：燃料補給訓練を併せて実施。
*2：D/G室で対応が同様である項目については、一
部2号機D/G室の訓練時間で代えた。

4月12日
*3

90分
*4

（オープン
ハッチ）

訓練結果：良好

*3：燃料補給訓練はＤ／Ｇ室側の訓練で代える。
*4：オープンハッチでの対応が同様である項目につ
いては、一部4号機D/G室の訓練時間で代えた。

全ユニット（1号機～4号機）が同時に全交
流電源喪失した場合の初動対応を想定し
た、電源車の配置、ケーブル敷設、制御盤
への繋ぎ込み、給電

4月25日 135分
*5

訓練結果：良好

＊5：１号機～4号機の全てのユニットへの給電が完
了するまでの時間

方法①
復水ピットからの水補給

－

方法②
C-２次系純水タンクからの水補給

15分

方法③
１／２号２次系純水タンクからの水補給

16分

方法④
海水からの水補給（消防ポンプ）

4月8日 66分

訓練結果：良好

改善点：当初計画したポンプ、ホースの数では流量
等に十分な余裕があったため、ホース本数を最適化
すると作業効率が向上する。また、連絡手段としてト
ランシーバー等を配備すると作業効率が向上する。

方法①
淡水タンクからの水補給（屋内消火栓）

4月11日 22分 訓練結果：良好

方法②
淡水タンクからの水補給（屋外消火栓）

4月11日 22分

訓練結果：良好

改善点：当初計画したホースの数では流量等に十分
な余裕があったため、ホース本数を最適化すると作
業効率が向上する。

方法③
１次系純水タンクからの水補給

4月8日 38分 訓練結果：良好

方法④
海水からの水補給（消防ポンプ）

4月7日 69分

訓練結果：良好

改善点：当初計画したポンプ、ホースの数では流量
等に十分な余裕があったため、ホース本数を最適化
すると作業効率が向上する。また、連絡手段としてト
ランシーバー等を配備すると作業効率が向上する。

使用済燃料ピットへの
給水確保

蒸気発生器への
給水確保

4月6日

電源車による
電源応急復旧

訓練内容

訓練結果：良好

電源車の配置、ケーブル敷設、
制御盤への繋ぎ込み、給電



原
子

力
防

災
組

織
 
 
 
 
 
 
 
 
発

電
所

原
子

力
防

災
組

織

原
子

力
第

一
防

災
体

制
原
子

力
第

二
防

災
体

制

班
班

長
副

班
長

主
　

な
　

職
　

務
主

　
な

　
職

　
務

班
員

数

１
．

対
策

本
部

の
設

営
、

運
営

、
指

令
の

伝
達

１
．

対
策

本
部

の
設

営
、

運
営

、
指

令
の

伝
達

２
．

連
絡

・
通

信
手

段
の

確
保

２
．

連
絡

・
通

信
手

段
の

確
保

３
．

要
員

の
動

員
、

輸
送

手
段

確
保

３
．

要
員

の
動

員
、

輸
送
手

段
確

保
４

．
緊

急
医

療
措

置
４

．
緊

急
医

療
措

置
５

．
緊

急
時

活
動

用
資

機
材

の
調

達
・

輸
送

５
．

緊
急

時
活

動
用
資

機
材

の
調

達
・

輸
送

６
．

見
学

者
、

協
力

会
社

員
等

の
退

避
・

避
難

措
置

６
．

見
学

者
、

協
力
会

社
員

等
の

退
避

・
避

難
措

置
７

．
消

火
活

動
７

．
消

火
活

動
８

．
他

の
班

に
属

さ
な

い
事

務
事

項
８

．
他

の
班

に
属

さ
な
い

事
務

事
項

１
．

報
道

関
係

対
応

１
．

報
道

関
係

対
応

２
．

見
学

者
の

退
避

誘
導

２
．

見
学

者
の

退
避
誘

導
３

．
広

報
活

動
３

．
広

報
活

動
４

．
緊

急
時

プ
レ

ス
４

．
原

子
力

防
災

セ
ン
タ

ー
に

お
け

る
活

動
の

支
援

１
．

社
内

対
策

本
部

と
の

情
報

受
理

・
伝

達
１

．
社

内
対

策
本

部
と

の
情

報
受

理
・

伝
達

２
．

発
電

所
対

策
本

部
内

情
報

の
整

理
・

収
集

･
記

録
･
状

況
把

握
２

．
発

電
所

対
策

本
部

内
情

報
の

整
理

・
収

集
･
記

録
･
状

況
把

握
３

．
国

・
自

治
体

等
関

係
者

と
の

連
絡

調
整

３
．

国
・

自
治

体
等

関
係
者

と
の

連
絡

調
整

４
．

社
外

関
係

機
関

へ
の

通
報

連
絡

お
よ

び
受

信
４

．
社

外
関

係
機

関
へ

の
通

報
連

絡
お

よ
び

受
信

５
．

広
報

用
資

料
の

集
約

５
．

広
報

用
資

料
の

集
約

６
．

他
の

班
に

属
さ

な
い

技
術

事
項

６
．

他
の

班
に

属
さ

な
い

技
術

事
項

本
　

部
　

長
(
統

括
管

理
)

１
．

原
子

力
災

害
合

同
対

策
協

議
会

と
の

情
報

交
換

１
．

原
子

力
災

害
合
同

対
策

協
議

会
と

の
情

報
交

換
原

 
子

 
力

２
．

事
故

状
況

の
把

握
、

評
価

２
．

事
故

状
況

の
把

握
、

評
価

防
災

管
理

者
副

 
本

 
部

 
長

３
．

事
故

時
影

響
緩

和
操

作
の

検
討

３
．

事
故

時
影

響
緩
和

操
作

の
検

討
（

統
括

管
理

補
佐

）
４

．
放

射
能

影
響

範
囲

の
推

定
４

．
放

射
能

影
響

範
囲

の
推

定
５

．
発

電
所

構
内

の
警

備
、

立
入

制
限

５
．

発
電

所
構

内
の

警
備
、

立
入

制
限

６
．

防
護

施
設

の
運

用
６

．
防

護
施

設
の

運
用

７
．

原
子

力
防

災
セ

ン
タ

ー
に

お
け

る
活

動
の

支
援

１
．

発
電

所
内

外
の

放
射

線
・

放
射

能
の

測
定

、
状

況
把

握
１

．
発

電
所

内
外

の
放

射
線

・
放

射
能

の
測

定
、

状
況

把
握

２
．

被
ば

く
管

理
、

汚
染

除
去

・
拡

大
防

止
措

置
２

．
被

ば
く

管
理

、
汚

染
除

去
・

拡
大

防
止

措
置

３
．

放
射

線
管

理
資

機
材

の
整

備
・

点
検

３
．

放
射

線
管

理
資
機

材
の

整
備

・
点

検
４

．
災

害
対

策
活

動
に

伴
う

放
射

線
防

護
措

置
４

．
災

害
対

策
活

動
に
伴

う
放

射
線

防
護

措
置

５
．

原
子

力
防

災
セ

ン
タ

ー
に

お
け

る
活

動
の

支
援

１
．

事
故

状
況

の
把

握
・

整
理

１
．

事
故

状
況

の
把

握
・

整
理

２
．

事
故

拡
大

防
止

の
た

め
の

措
置

２
．

事
故

拡
大

防
止

の
た
め

の
措

置
３

．
発

電
所

設
備

の
保

安
維

持
３

．
発

電
所

設
備

の
保

安
維

持
４

．
消

火
活

動
４

．
原

子
力

災
害

合
同

対
策

協
議

会
に

お
け

る
情

報
収

集
５

．
消

火
活

動

１
．

事
故

原
因

の
究

明
、

応
急

対
策

の
立

案
・

実
施

１
．

事
故

原
因

の
究

明
、

応
急

対
策

の
立

案
・

実
施

２
．

発
電

所
諸

設
備

の
整

備
・

点
検

２
．

発
電

所
諸

設
備

の
整

備
・

点
検

３
．

見
学

者
、

協
力

会
社

員
等

の
退

避
・

避
難

措
置

３
．

見
学

者
、

協
力
会

社
員

等
の

退
避

・
避

難
措

置
４

．
負

傷
者

救
助

４
．

負
傷

者
救

助
５

．
消

火
活

動
５

．
消

火
活

動

＊
：

第
一

発
電

室
長

お
よ

び
第

二
発

電
室

長
を

総
称

し
て

発
電

室
長

と
記

す
。

副
本
部

長
お

よ
び

班
長

を
除

く
、

各
課

（
室

）
長

以
上

所
長

室
課

長
所

長
室

の
係

長
（

ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ｹ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
係

長
を

除
く

）

　
  
  
  
  
  
 　

  
　

　
（

発
電

所
対

策
本

部
の

組
織

）

１
５

４

情
報

班
技

術
課

長
技

術
課

の
係

長
１

０

広
報

班
所

長
室

課
長

ｺ
ﾐ
ｭ
ﾆ
ｹ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
係

長

総
務

班

技
術

系
の

副
所

長
、

安
全

・
防

災
室

長
、

運
営

統
括

長
、

品
質

保
証

室
長

安
全

・
防

災
室

課
長

原
子

燃
料

課
長

１
１

放
射

線
管

理
班

放
射

線
管

理
課

長
放

射
線

管
理

課
の

係
長

１
２

安
全

管
理

班
安

全
・

防
災

室
の

係
長 原

子
燃

料
課

の
係

長
本

部
附

１
４

保
修

班
保

全
計

画
課

長
電

気
保

修
課

長
計

装
保

修
課

長
原

子
炉

保
修

課
長

タ
ー

ビ
ン

保
修

課
長

土
木

建
築

課
長

保
全

計
画

課
、

電
気

保
修

課
、

計
装

保
修

課
、

原
子

炉
保

修
課

、
タ

ー
ビ

ン
保

修
課

、
土

木
建

築
課

の
係

長

１
８

発
電

班
発

電
室

長
＊

発
電

室
の

運
営

係
長

、
当

直
課

長
、

当
直

主
任

発
電

所
長

添付資料－１２
（１／３）



 
大
飯
発
電
所

 
電
源
機
能
等
喪
失
時
に
お
け
る
原
子
炉
施
設
の
保
全
の
た
め
の
活
動
に
係
る
対
応
所
達

 

 

体
制

、
役

割
分

担
、

お
よ

び
要

員
配

置
 

                   

 ・
建

屋
内
で

の
復
水

ピ
ッ

ト
へ

の
ホ

ー
ス

の
取

り

回
し

 

・
補

助
復

水
タ
ン

ク
、
復

水
ピ

ッ
ト
水

位
の
監

視
 

・
発

電
所
対

策
本
部

と
の

連
絡

 

 ・
屋

内
（

屋
外

）
消
火

栓

か
ら

使
用

済
燃

料
ピ

ッ
ト

へ
の

ホ
ー

ス
の

取
り

回
し

 

・
現

場
で

の
使
用

済
燃
料

ピ
ッ

ト
水
位
・
温

度
監

視
 

・
発

電
所

対
策

本
部
と

の

連
絡

 

 ・
消

防
ポ

ン
プ
、
消

火
ホ

ー
ス

の
準
備

、
現

場
で

の
取

り
回
し

 

・
取

水
お
よ

び
給
水

 

・
給

油
対
応

 

・
発

電
所
対

策
本
部

と
の

連
絡

 

 

発
電

所
対
策

本
部

 

（
本

部
長
：

発
電
所

長
）

 

主
な

実
施
内

容
 

 ・
電

源
車
の

配
置

 

・
電

源
供

給
先

へ
の
ケ

ー
ブ

ル
敷

設
お

よ
び

接
続

 

・
給

電
 

・
給

油
対
応

 

・
発

電
所

対
策

本
部
と

の
連

絡
 

総
務

班
 

（
所

長
室
課

長
(
総
務

）
） 

安
全

管
理
班

 

（
原

子
燃
料

課
長
）

 

保
修

班
 

（
タ

ー
ビ
ン

保
修
課

長
）
 

保
修

班
 

（
電

気
保
修

課
長
）

 

主
な

実
施
内

容
 

主
な

実
施
内

容
 

発
電

班
※
 

（
発

電
室
長

）
 

 ・
事

故
時
操

作
所
則

に

基
づ

く
運
転

操
作

 

・
運

転
パ
ラ

メ
ー
タ

の

監
視

 

・
発

電
所
対

策
本
部

と

の
連

絡
 

主
な

実
施
内

容
 

※
発
電
班
は
「
原
子
力
運
転
業
務
要
綱
」
に
よ
る

 

初
期
対
応
要
員
＊
 
６
名

 

＊
事
象
発
生
後
速
や
か
に
必
要
な
要
員
（
発
電
室
当
直
員
を
除
く
）

 

保
修
班

 

（
計

装
保
修

課
長
）

 

主
な

実
施
内

容
 

 ・
脱

塩
塔

補
給
水

止
め

弁
(
大

飯
発

電
所

３
、
４

号
機
）
の
開

放
 主
な

実
施
内

容
 

別紙１ 

（
初

期
対

応
に

お
け

る
使

用

済
燃

料
ピ

ッ
ト

の
監

視
は

発

電
室
当
直
員
が
実
施
）
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本
店

原
子

力
緊

急
時

対
策

本
部

の
組

織
 

 
 

 
原

子
力
第
一
防

災
体

制
 

原
子

力
第

二
防

災
体

制
 

 
 

 
 

 
班

 
係

 
主
な

職
務

 
主

な
職
務
 

 
 

 
 

 
 

本
 

店
 

原
子
力

緊
急
時

対
策

本
部
長

  
 

技
術

班
 

 
 

 
   

 

情
報

係
 

 

１
．

本
部
指
示
の
伝

達
 

２
．

社
内
情
報
の
収

集
・
連
絡
・

記
録

 

３
．

関
係
官
公
庁
へ

の
報
告

 

４
．

災
害
状
況
の
把

握
 

５
．
社
内
外
関

係
箇
所
（
原

子
力
防
災

セ
ン
タ

ー
、
自
治

体
対
策
本
部

等
）
へ

の
要

員
派
遣
お
よ
び

情
報
収
集
・

連
絡

 

 

１
．
本
部
指
示
の

伝
達
 

２
．
社
内
情
報
の

収
集
・
連
絡

・
記
録

 

３
．
関
係
官
公
庁

へ
の
報
告

 

４
．
災
害
状
況
の

把
握
 

５
．
社
内
外

関
係
箇
所
（
原
子
力
防
災

セ
ン
タ
ー
、
自
治
体
対

策
本
部
等
）
へ

の
要
員

派
遣
お
よ
び
情

報
収
集
・
連

絡
 

６
．
他
原
子
力
事

業
者
へ
の
応

援
要
請
お
よ
び

受
入
対
応

 

 

 
 

 
 

 
安

全
支
援
係

 
１
．

事
故
状
況
の
把

握
・
評
価
の

支
援

 

２
．

ア
ク
シ
デ
ン
ト

マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
の
支
援

 

３
．

汚
染
拡
大
防
止

措
置
に
関
す

る
支
援

 

４
．

放
射
線
影
響
範

囲
の
推
定
の

支
援

 

５
．

被
ば
く
管
理
に

関
す
る
支
援

 

１
．
事
故
状
況
の

把
握
・
評
価

の
支
援

 

２
．
ア
ク
シ
デ
ン

ト
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
の
支
援

 

３
．
汚
染
拡
大
防

止
措
置
に
関

す
る
支
援

 

４
．
放
射
線
影
響

範
囲
の
推
定

の
支
援

 

５
．
被
ば
く
管
理

に
関
す
る
支

援
 

 
 

 
 

 
技

術
支
援
係

 
１
．

事
故
拡
大
防
止

対
策
に
関
す

る
支
援

 

２
．

事
故
原
因
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電源車等の配置 
 

１．電源車 

 1 号機 2 号機 3 号機 ４号機 
必要電源容量 
 

386kVA 386kVA 197kVA 197kVA 

配置電源車の 
容量 

500kVA 610kVA 610kVA 610kVA 

配置電源車の 
台数（配置高さ） 

１台 
（EL 31m） 

１台 
（EL 31ｍ） 

１台 
（EL 33m） 

１台 
（EL 33m） 

電源車の配置日 
 

H23.3.30 H23.4.5 H23.3.28 H23.4.5 

 

２．電源ケーブル 
【非常用ディーゼル発電機前（電源車の寄付き箇所） 

－非常用ディーゼル発電機制御盤（ケーブル接続箇所）】 
必要ケーブル 
長さ 

45m 35m 35m 35m 

配置ケーブル 
長さ 

50m 40m 40m 40m 

ケーブルの 
配置日 

H23.4.6 H23.4.6 H23.4.6 H23.4.6 

 

【オープンハッチ（電源車の寄付き箇所）－メタクラ（ケーブル接続箇所）】 
必要ケーブル 
長さ 

88m 100m 90m 90m 

配置ケーブル 
長さ 

90m 120m 100m 100m 

ケーブルの 
配置日 

H23.4.6 H23.4.6 H23.4.6 H23.4.6 

 
【パワーセンタ（ケーブル接続箇所）－パワーセンタ（ケーブル接続箇所）】 
必要ケーブル 
長さ 

  32m 
10m 

32m 
10m 

配置ケーブル 
長さ 

  35m 
12m 

35m 
12m 

ケーブルの 
配置日 

  H23.4.8 H23.4.8 
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消防ポンプ及び消火ホースの配置 
（補助復水タンクおよび復水ピットへの給水） 

 
大飯 1 号機 補助復水タンク 

水源 ポンプ形式 ポンプ仕様 設置台数 設置ホース数 配置完了日 

海水 消防ポンプ 0.8MPa 
46m3/h ３台 21 本 H23.4.6 

 
 
大飯２号機 補助復水タンク 

水源 ポンプ形式 ポンプ仕様 設置台数 設置ホース数 配置完了日 

海水 消防ポンプ 0.8MPa 
46 m3/h ３台 29 本 H23.4.6 

 
 
大飯３号機 復水ピット 

水源 ポンプ形式 ポンプ仕様 設置台数 設置ホース数 配置完了日 

海水 消防ポンプ 1 MPa 
36 m3/h ４台 50 本 H23.4.6 

 
大飯４号機 復水ピット 

水源 ポンプ形式 ポンプ仕様 設置台数 設置ホース数 配置完了日 

海水 消防ポンプ 1 MPa 
36 m3/h 4 台 50 本 H23.4.6 
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消防ポンプ及び消火ホースの配置（使用済燃料ピットへの給水） 

 

 

大飯 1・２号機 
水源 ポンプ形式 ポンプ仕様 設置台数 設置ホース数 配置完了日

屋内消火栓 －（恒設） － － ５本 

屋外消火栓 －（恒設） － － ５本 

純水タンク －（恒設） － － －（恒設） 

海水 消防ポンプ
0.9 MPa 

48 m３／h 
3 台 28 本 

H23.4.6 

 

 

大飯３号機 
水源 ポンプ形式 ポンプ仕様 設置台数 設置ホース数 配置完了日

屋内消火栓 －（恒設） － － ３本 

屋外消火栓 －（恒設） － － ５本 

純水タンク －（恒設） － － －（恒設） 

海水 消防ポンプ
0.9 MPa 

48 m３／h 
4 台 38 本 

H23.4.6 

 

 

大飯４号機 
水源 ポンプ形式 ポンプ仕様 設置台数 設置ホース数 配置完了日

屋内消火栓 －（恒設） － － ３本 

屋外消火栓 －（恒設） － － ５本 

純水タンク －（恒設） － － －（恒設） 

海水 消防ポンプ
0.9 MPa 

48 m３／h 
4 台 44 本 

H23.4.6 
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浸水防止措置の概要 
 
１．目的 

安全上重要な設備を対象に、海水による浸水の可能性を低減させるため、

扉や貫通部にシール施工等を実施し、浸水防止措置を講じた。 

 
 
２．浸水防止措置を実施した安全上重要な設備 

浸水防止措置を実施した具体的な設備を以下に示す。 

・ タービン動補助給水ポンプ 

・ バッテリー 

・ 非常用ディーゼル発電機 

・ 安全系遮断器 

 
 
３．施工方法 

（１） 建屋扉については、シールゴムを用いて浸水防止措置を講じた。 

（２） 貫通部については、シリコン等を用いて浸水防止措置を講じた。 

具体的な施工方法の写真については、添付資料－１６（３／３）に示す。 

 
 
４．施工数量 

（１）大飯１号機 

エリア 種別 箇所数 

扉 １枚 タービン動補助給水ポンプ 

貫通部 約５０箇所 

扉 ２枚 バッテリー 

貫通部 約２０箇所 

扉 ４枚 非常用ディーゼル発電機 

貫通部 約９０箇所 

扉 ２枚 安全系遮断器 

貫通部 約１０箇所 
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（２）大飯２号機 

エリア 種別 箇所数 

扉 ２枚 タービン動補助給水ポンプ 

貫通部 約１００個 

扉 ２枚 バッテリー 

貫通部 約１０箇所 

扉 ６枚 非常用ディーゼル発電機 

貫通部 約１１０箇所 

扉 ２枚 安全系遮断器 

貫通部 約１０箇所 

 

（３）大飯３号機 

エリア 種別 箇所数 

扉 １枚 タービン動補助給水ポンプ 

貫通部 対象なし 

扉 対象なし バッテリー 

貫通部 対象なし 

扉 ５枚 非常用ディーゼル発電機 

貫通部 約２０箇所 

扉 対象なし 安全系遮断器 

貫通部 対象なし 

 
（４）大飯４号機 

エリア 種別 箇所数 
扉 １枚 タービン動補助給水ポンプ 
貫通部 対象なし 
扉 対象なし バッテリー 
貫通部 対象なし 
扉 ５枚 非常用ディーゼル発電機 
貫通部 約３０箇所 
扉 対象なし 安全系遮断器 
貫通部 対象なし 
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浸水防止措置の写真(例) 
 

扉 

 

貫通部（ｹｰﾌﾞﾙ） 

 

貫通部(ｹｰﾌﾞﾙ） 

 

貫通部（ﾌﾛｱﾄﾞﾚﾝ） 

 

貫通部（配管） 

 

貫通部（配管） 

 

貫通部（配管） 

 

貫通部（配管） 
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発

電
装

置
の

つ
な

ぎ
込

み

①
仮

設
大

容
量

ポ
ン

プ
に

よ
り

原
子

炉
補

機
冷

却
水

系
に

海
水

供
給

③
余

熱
除

去
系

に
接

続
し

、
冷

却
実

施

中
央

制
御

室
監

視
機

能
維

持
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低
温

停
止

状
態

ま
で
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プ

ロ
セ

ス
（
今

後
の

設
備

配
備

を
踏

ま
え

た
対

応
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プ
ラ

ン
ト

冷
却

の
概

要
（
低

温
停

止
状

態
ま

で
）

15
.4

M
P

a

0.
7M

P
a

1.
7M

P
a

4.
2M

P
a 

蓄
圧

タ
ン

ク
作

動
→

ほ
う

酸
水

注
入

開
始

時
間

主
蒸

気
逃

が
し

弁
、

ﾀ
ｰ

ﾋ
ﾞﾝ

動
補

助
給

水
ポ

ン
プ

に
よ

る
冷

却
（
～

0.
7M

P
aま

で
）

ﾀ
ｰ

ﾋ
ﾞﾝ

動
補

助
給

水
ポ

ン
プ

を
用

い
て

２
次

系
冷

却
開

始

１ 次 冷 却 材 圧 力

全
交

流
電

源
喪

失
発

生

(約
30

7℃
)

( 約
20

8℃
)

(約
17

0℃
)

冷
却

を
停

止
し

、
窒

素
混

入
防

止
の

た
め

蓄
圧

タ
ン

ク
出

口
電

動
弁

閉
止

(低
温

停
止

状
態

)

ﾀ
ｰ

ﾋ
ﾞﾝ

動
補

助
給

水
ポ

ン
プ

を
用

い
て

0.
7M

Pa
に

向
け

て
冷

却
を

再
開

余
熱

除
去

系
に

よ
る

冷
却

（
約

半
日

）

（約
１

日
）

低
温

停
止

状
態

に
向

け
た

操
作 ②

充
て

ん
ポ

ン
プ

に
よ

る
ほ

う
素

濃
縮

③
余

熱
除

去
系

を
起

動
①

仮
設

大
容

量
ポ

ン
プ

に
よ

り
原

子
炉

補
機

冷
却

水
ク

ー
ラ

に
海

水
を

通
水

し
補

機
冷

却
系

を
起

動

④
余

熱
除

去
系

に
よ

り
１

次
系

冷
却

再
開
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蓄
圧

タ
ン

ク

原
子

炉
容

器

蒸 気 発 生 器 １
次

冷
却

材
ポ

ン
プ

制
御

棒

余
熱

除
去

ク
ー

ラ

格
納

容
器

サ
ン

プ

原
子

炉
格

納
容

器

Ｍ

主
蒸

気
蒸

気
タ

ー
ビ

ン
へ

タ
ー

ビ
ン

動
補

助
給

水
ポ

ン
プ

駆
動

用
蒸

気

原
子

炉
補

助
建

屋

使
用

済
燃

料
ピ

ッ
ト

復
水

タ
ン

ク

主
給

水

Ｍ

大
気

へ

余
熱

除
去

ポ
ン

プ

原
子

炉
補

機
冷

却
水

ク
ー

ラ

ほ
う

酸
タ

ン
ク

Ｍ

ほ
う

酸
ポ

ン
プ

海
水

※

余
熱

除
去

系
統

に
よ

る
原

子
炉

冷
却

の
概

要
（
仮

設
大

容
量

ポ
ン

プ
に

よ
る

海
水

代
替

冷
却

）

Ｍ

充
て

ん
ポ

ン
プ

Ｍ

原
子

炉
補

機
冷

却
水

ポ
ン

プ

①
仮

設
大

容
量

ポ
ン

プ
か

ら
原

子
炉

補
機

冷
却

水
ク

ー
ラ

に
海

水
を

送
水

②
充

て
ん

ポ
ン

プ
に

よ
る

ほ
う

酸
濃

縮
③

余
熱

除
去

系
統

を
用

い
て

１
次

系
を

冷
却

⇒
低

温
停

止
状

態

化
学

体
積

制
御

系
統

①

②

③

空
冷

式
の

移
動

式
発

電
装

置

※

※
※

※

放
水

口

水
中

ポ
ン

プ
仮

設
大

容
量

ポ
ン

プ

ホ
ー

ス

ホ
ー

ス
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外
部

電
源

喪
失

①
ほ

う
酸

ポ
ン

プ
に

よ
る

ほ
う

酸
注

入
（未

臨
界

維
持

）

③
低

温
停

止
状

態
（９

３
℃

以
下

）
低

温
停

止
状

態
ま

で
の

手
順

津
波

海
水

系
統

機
能

喪
失

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
の

機
能

喪
失

タ
ー

ビ
ン

動
補

助
給

水
ポ

ン
プ

に
よ

る
蒸

気
発

生
器

２
次

側
へ

の
給

水
冷

却

給
水

源
（
復

水
タ

ン
ク

）
へ

の
水

補
給

（
消

防
ポ

ン
プ

な
ど

）

蓄
圧

タ
ン

ク
か

ら
の

ほ
う

酸
自

動
注

入
（未

臨
界

維
持

）

蓄
圧

タ
ン

ク
出

口
弁

閉
止

タ
ー

ビ
ン

動
補

助
給

水
ポ

ン
プ

に
よ

る
継

続
的

な
冷

却

中
央

制
御

室
監

視
機

能
維

持

使
用

済
燃

料
ピ

ッ
ト

へ
の

注
水

（消
防

ポ
ン

プ
な

ど
）

使
用

済
燃

料
冷

却

電
源

車
の

つ
な

ぎ
込

み

直
流

電
源

、
計

器
用

電
源

の
確

保

全
交

流
電

源
喪

失

②
消

防
ポ

ン
プ

を
接

続
後

、
蒸

気
発

生
器

２
次

側
へ

給
排

水
し

冷
却

実
施
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低
温

停
止

状
態

ま
で

の
プ

ロ
セ

ス
（
ポ

ン
プ

、
ホ
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類
の

拡
充

に
よ

る
対

応
）



プ
ラ

ン
ト

冷
却

の
概

要
（
低

温
停

止
状

態
ま

で
，

ポ
ン

プ
、

ホ
ー

ス
類

の
拡

充
）

15
.4

M
P

a

1.
7M

P
a

4.
2M

P
a 

畜
圧

ﾀ
ﾝ
ｸ
作

動
→

ほ
う

酸
水

注
入

開
始

時
間

主
蒸

気
逃

が
し

弁
、

ﾀ
ｰ

ﾋ
ﾞﾝ

動
補

助
給

水
ポ

ン
プ

に
よ

る
冷

却
（
～

0.
5M

P
aま

で
）

ﾀ
ｰ

ﾋ
ﾞﾝ

動
補

助
給

水
ポ

ン
プ

を
用

い
て

２
次

系
冷

却
開

始

１ 次 冷 却 材 圧 力

全
交

流
電

源
喪

失
発

生

(約
30

7℃
)

( 約
20

8℃
)

(約
15

9℃
)

0.
5M

P
a 

(低
温

停
止

状
態

)

主
蒸

気
ラ

イ
ン

ド
レ

ン
、

消
防

ポ
ン

プ
に

よ
る

冷
却

ﾀ
ｰ

ﾋ
ﾞﾝ

動
補

助
給

水
ポ

ン
プ

を
用

い
て

0.
7M

P
aに

向
け

て

冷
却

を
再

開

②
消

防
ポ

ン
プ

を
用

い
て

S
/G

２
次

側
に

海
水

を
給

排
水

③
１

次
系

を
冷

却

0.
7M

P
a 

(約
17

0℃
)

①
ほ

う
酸

ポ
ン

プ
に

よ
る

ほ
う

素
濃

縮
（
約

半
日

以
内

）

低
温

停
止

状
態

に
向

け
た

操
作

冷
却

を
停

止
し

、
窒

素
混

入
防

止
の

た
め

畜
圧

ﾀ
ﾝ
ｸ
出

口
電

動
弁

閉
止

（
約

半
日

）

（約
１

日
）
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電
動

補
助

給
水

ポ
ン

プ

タ
ー

ビ
ン

動
補

助
給

水
ポ

ン
プ

復
水

タ
ン

ク
Ｍ

蓄
圧

タ
ン

ク

原
子

炉
容

器

蒸 気 発 生 器 １
次

冷
却

材
ポ

ン
プ

制
御

棒 格
納

容
器

サ
ン

プ

原
子

炉
格

納
容

器

Ｍ

化
学

体
積

制
御

系
統

ほ
う

酸
ポ

ン
プ

主
蒸

気
ラ

イ
ン

ド
レ

ン

蒸
気

発
生

器
２

次
側

へ
の

海
水

注
入

に
よ

る
原

子
炉

冷
却

ほ
う

酸
タ

ン
ク

自
然

循
環

消
防

ポ
ン

プ
な

ど

①
ほ

う
酸

ポ
ン

プ
に

よ
る

ほ
う

酸
濃

縮

②
消

防
ポ

ン
プ

を
設

置
、

主
給

水
ラ

イ
ン

に
接

続

③
濃

縮
完

了
後

、
Ｓ

/Ｇ
２

次
側

へ
海

水
給

水

を
開

始
、

主
蒸

気
ラ

イ
ン

ド
レ

ン
か

ら
排

出
す

る
こ

と
で

冷
却

⇒
低

温
停

止
状

態

①

②

③

電
源

車

主
給

水
ラ

イ
ン

海
水
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設備強化対策の概要

（非常用発電機代替設備の配置）

23,500３号機

23,500２号機

8－計

23,500４号機

23,500１号機

必要台数

（台）

必要容量
（kVA）

プラント

○非常用発電機の代替電源設備として、炉心を安全に冷却する
のに必要な機器や監視計器を機能させる容量の移動式発電装置
を配置

○移動式発電装置
（約1800kVA）

８台 手配済み

○接続箱および接続箱と
発電所内電源系統を
つなぐ高圧ケーブルを
恒設化
（納入時期：H23年9月頃）

①

＜建屋内＞ ＜屋外＞

計器用電源盤

（中央制御室の
監視計器への
給電のため）

ほう酸ポンプ

（系統へのほ
う素注入によ
る反応度制
御のため）

充電器盤

（蓄電池への
充電のため）

：非常用発電機
代替設備から給
電する機器

バッテリー

接続箱設置

発電所内
電源系統 恒設ケーブルの設置

ケーブル

電動補助給水
ポンプ

（炉心冷却の
継続のため）

原子炉補機冷却水
ポンプ

余熱除去ポンプ

充てんポンプ

（低温停止への移
行に必要）

添付資料－１９
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設備強化対策の概要

（海水供給用可搬式ポンプの配置）

海水ポンプ

放水口

可搬式エンジン駆動ポンプ

恒設化

仮設ホース

[ 流量 60m3/h ]

取水口

（大飯１号機の例）

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機

必要量２６台に予備６台の
合計３２台準備予定

○海水ポンプが機能を喪失した場合においても、非常用
ディーゼル発電機の冷却を実施できるよう、海水供給用
可搬式エンジン駆動ポンプを配置する。

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機

海水ポンプ

ポンプ台数

D/G 海水流量

M3M2M1

ポンプ台数

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機

海水流量
［m 3/h ］［m 3/h ］

３号機２号機１号機 ４号機

7

約400 約400

6 6 7

約320 約320

添付資料－１９
（２／１１）



設備強化対策の概要

（送電線の強化）

【外部電源の構成】

【計画概要】
今回の地震の規模、設備被害の詳細が分かり次第、
取り入れるべきことがないか等の検討を行い、適切に対応する。

大飯 P/S

西京都
変電所

小浜
変電所

～～

京北開閉所

:500kV送電線

: 77kV送電線

凡例

添付資料－１９
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設備強化対策の概要

（非常用発電機の設置）

添付資料－１９
（４／１１）

○原子力安全・保安院からの「非常用発電設備の保安規定上の
取扱いについて（指示）」（Ｈ２３．４．９発出）により、低温停止
状態および燃料交換において、非常用発電設備が２台動作
可能であることが要求されたことを受け、非常用発電設備を
追設する。

B

安全系母線 安全系母線

A 各機器へ

非常用発電機

D/G D/G

各機器へ B

安全系母線 安全系母線

A各機器へ

D/G D/G

各機器へ

１号機 ２号機

２ユニットに１台設置する場合の例



設備強化対策の概要

（タンク間の配管改造）

○復水ピットへの水の供給が容易になるよう、復水ピットと
２次系純水タンクおよび淡水タンク間の配管の改造を行う。

タービン動補助給水ポンプ

復水
ピット

Ｍ

蒸気発生器

電動補助
給水ポンプ

蒸気

Ｍ

純水
装置

２次系
純水タンク

淡水タンク

●タンク間の配管改造
・管台、ﾊﾞｲﾊﾟｽﾗｲﾝ、隔離弁の設置

(系統構成は大飯３、４号機の例)

添付資料－１９
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設備強化対策の概要

（２次系純水タンク、淡水タンク周りの防護壁設置）

原子炉建屋

原子炉
補助建屋

格納容器

敷地高さ

●２次系純水タンク、淡水タンク周りの防護壁設置

２次系
純水
タンク

淡水
タンク

○蒸気発生器へ給水するための水源となる設置高さの低い
２次系純水タンクや淡水タンクについて周囲に防護壁を
設置する。

タービン
建屋

添付資料－１９
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設備強化対策の概要

（海水ポンプの津波対策強化）

添付資料－１９
（７／１１）

○海水ポンプが機能を喪失した場合においても、原子炉補機冷却
水クーラに海水を供給し、余熱除去クーラを介して燃料の崩壊熱
を除去できるようディーゼル駆動の大容量ポンプを配置する。

①仮設大容量ポンプから原子炉補機冷却水クーラに海水を送水
②充てんポンプによるほう酸濃縮
③余熱除去系統を用いて１次系を冷却

⇒低温停止

蓄圧タンク

原子炉容器

蒸
気
発
生
器

１次冷却材
ポンプ

制御棒

余熱除去クーラ

格納容器サンプ

原子炉格納容器

Ｍ

主蒸気

原子炉
補助建屋

使用済燃料
ピット

主給水

余熱除去ポンプ

原子炉補機冷却水クーラ

ほう酸
タンク

Ｍ

ほう酸ポンプ

海水

Ｍ

充てんポンプ

Ｍ原子炉補機冷却水ポンプ

化学体積
制御系統

①

②

③
※

※
※

※

放水口

水中ポンプ
ホース

ホース

※

空冷式の移動式発電装置

仮設大容量ポンプ



設備強化対策の概要

（使用済燃料ピット冷却機能の強化）

○使用済燃料ピットへの水補給方法を多様化するため、外部か
ら使用済燃料ピットへ消火水等を注入するための配管等を敷
設する。

水位低下分を適宜補給

消火栓
配管設置

水源

（海水等）建屋内

屋外

使用済燃料ピット

ポンプ
クーラ

海水で冷やした冷却水

クーラ
ポンプ

ホース

（本設配管） 一次系
純水
タンク

一次系純水ポンプ

：電源喪失により起動できない
または機能喪失

添付資料－１９
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設備強化対策の概要

（津波の衝撃力緩和対策）

○津波の衝撃力を緩和するため、既設防波堤をかさ上げする。
追

加
消

波
ブ
ロ
ッ
ク

既設セル護岸

▼海水面

既設消波ブロック

既設セル
補強

かさ上げ

添付資料－１９
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設備強化対策の概要

（安全上重要な設備の浸水対策の強化）

○タービン動補助給水ポンプ、非常用ディーゼル発電機、受電
盤等のプラント安全上重要な設備の津波による浸水対策の強
化を図るため、水密扉への取替えを行う。また、今後得られる
新知見や多様なリスクへの対応を勘案し、既設設備への影響
等を評価した上で浸水防止措置の適用範囲を拡大していく。

水密扉の例水密扉の例

原子炉建屋

格納容器

敷地高さ

タービン
建屋

ディーゼル
発電機

：水密扉への取替え

○保護すべき安全上重要な設備

• タービン動補助給水ポンプ
• ディーゼル発電機 他

原子炉
補助建屋

添付資料－１９
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設備強化対策の概要

（海水ポンプの津波対策強化）

○海水ポンプへの津波の影響を低減するため、海水ポンプエリア
に防護壁を設置する。

（設置位置の詳細は、現場状況を踏まえ決定する）

防護壁のイメージ

添付資料－１９
（１１／１１）
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